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　　要　旨　図

【背景・目的】

【公民パートナーシップの意義】

　

【公民パートナーシップの事業手法】 　　

【北海道における現状～道内市町村に対するアンケート調査結果】 【活用事例～道内外の12事例】

【公民パートナーシップ活用の基本方向】

　

＜Value for Moneyの実現＞
　

公民パートナーシップの活用

　　　　　　　　　　財政制約
　　　　　　　　　　　↓
　財政支出に過度に依存する経済構造からの脱却
　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　○　財政支出の効率化
                  ○　域際収支の拡大
　　　　　　○　民間投資の拡大

　住民ニーズの高度化・多様化
↓

住民サービスの向上
（上記ニーズへの対応）

 公民パートナーシップ

中間領域（公共領域と民間領域の間に位置）において、
　　　行政と民間が連携

⇒　従来型の官民パートナシップ

公共領域において、
行政、民間、ＮＰＯ等が連携

⇒　新たな公民パートナーシップ

＜領域別＞
　○　中間領域：官民共同出資（第三セクター等）、公有地活用、公設民営、ＰＦＩ（独立採算型・ＪＶ型　←今後）など
　○　公共領域：民設公営、公設民営、ＤＢＯ、ＢＴＯ、ＢＯＴ、ＢＯＯ、ＰＦＩ（サービス購入型）など
＜建設・運営主体別＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　[建設]民､[運営]民：ＰＦＩ、ＤＢＯ、ＢＴＯ、ＢＯＴ、ＢＯＯ、公有地活用
　○　[建設]公､[運営]公：公設公営　　   ○　[建設]民､[運営]公：民設公営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　[建設]公､[運営]民：公設民営
＜サービスの供給・購入主体別＞
　○　[供給]公､[購入]公：公設公営、民設公営　　　　　　○　[供給]民､[購入]公：サービス購入型のＰＦＩ等
　○　[供給]公､[購入]民：公営企業等  　　　　　　　　 　○　[供給]民､[購入]民：独立採算型・ＪＶ型のＰＦＩ等

○　従前に比し、活用にやや及び腰
○　事業手法が、官民共同出資、公設民営、公有地活用等
　から、今後はＰＦＩ、公設民営等を活用する方向に変化
○　ＮＰＯ活用に対する期待感
○　財政支出の軽減、民間ノウハウの活用、柔軟な事業
　運営等の効果を期待
○　活用する民間企業の不足、事業採算性の確保、役割
　分担や責任所在の不明確性等が活用の障害

○　公共領域における活用の進行
○　事業手法の多様化による
　　　　財政負担等の軽減・住民サービスの向上
 ・　公共関与の強い事業手法の活用が中心ながら、
　　民間活用の度合いが高い手法の導入が進行
 ・　サービス購入主体を行政とする手法の活用
○　事業運営安定化に寄与する多様な事業ｽｷｰﾑの構築
○　役割分担の明確化による事業の安定化･円滑化
○　ＮＰＯとの連携による財政負担の軽減等
○　ノウハウ不足、関係者間の調整等が障害

　　　　　Value for Moneyの実現を通じた、財政負担の軽減、住民サービスの向上を図るため、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特に公共領域における公民パートナーシップの積極活用を
○　適切な事業手法の選択
　・　該当事業の「領域」の的確な把握
　・　公共関与の必要性の吟味
　・　こうした事業の性格・公共関与の必要度合いに加え、地域の実情等を踏まえた最適手法の選択
　・　民間等の最大活用（特にサービス購入主体を行政とする手法の積極的な活用）
○　事業運営の安定化を図るための、事業の性格や地域の実情等を踏まえたオーダーメード型事業スキームの構築
○　ＰＦＩの趣旨を尊重した、関係者間における具体的な役割分担・リスク分担の明確化と透明性の確保
○　ＮＰＯなど多様な主体の参加と対等なパートナーシップの確保
○　情報・ノウハウの共有化
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　現在、北海道をはじめとする地域経済は、公共投資等の財政支出に大きく支えられてい

るが、今後の財政制約を踏まえれば、地域経済の自立的発展を促進し、過度に財政支出に

依存しない経済構造へと転換していくことが必要である。そのためには、財政支出を効率

化する一方、マクロ的には域際収支や民間投資の拡大を図ることが基本となる。こうした

財政運営の効率化や民間投資の拡大を図るには、社会資本整備や行政サービスの提供に民

間主体等を活用する「公民パートナーシップ」の導入が重要な役割を果たすと考えられる。

また、住民ニーズの高度化・多様化が進む中、ニーズに即した住民サービスの提供を図る

上でも、民間主体等のノウハウを活用しうる「公民パートナーシップ」は有効であろう。

　社会資本整備等への民間活力の活用はこれまでも行われてきたが、これは公共領域と民

間領域の間に位置する中間領域において行政と民間が連携する官民パートナーシップ（第

三セクターなど）が主であった。一方、NPM（New Public Management）理論の台頭、

英国における PPP（Public Private Partnerships ）の導入等の流れをみても、今後、こ

れまで行政が事業主体であった公共領域に、上記のとおり民間事業者や NPO などの主体

を活用していくことが必要不可欠になろう。本稿では、従来型の中間領域における官民パ

ートナーシップに加え、公共領域において行政・民間・NPO 等の主体が連携する新しいタ

イプのパートナーシップもあわせ、全体を「公民パートナーシップ」と位置付ける。

　公民パートナーシップの具体的な事業手法としては、これまで中間領域における官民共

同出資、公有地活用、公設民営が中心であったが、新たな公民パートナーシップ分野とな

る公共領域においては、設計・建設・運営等を一体的に民間主体に委ねる一方、行政がこ

れらに要するコストを支払う PFI（サービス購入型）が典型的な例となる。加えて、DBO

（ Design-Build-Operate）、 BTO（ Build-Transfer-Operate）、 BOT（ Build-Operate-

Transfer）、BOO（Build-Own-Operate）、公設民営、民設公営等の手法も活用し得る。

　これらの手法等を建設主体と運営主体別に分類すると、①建設・運営主体とも行政：公

設公営（従来型の社会資本整備・行政サービス提供）、②建設主体が行政で運営主体が民間：

公設民営、③建設主体が民間で運営主体が行政：民設公営、④建設・運営主体とも民間：

PFI、DBO、BTO、BOT、BOO、公有地活用方式等、となるが、新たな公民パートナーシ

ップの活用は、①の公設公営から②～④に位置する手法に転換していくことといえる。

　さらに、これらの手法等により整備・運営される事業をサービスの供給主体と購入主体

別に分類すると、概ね、①供給・購入主体とも公共：公設公営、民設公営、②供給主体が

公共、購入主体が民間（利用者）：公営企業等、③供給主体が民間ながらもサービスの購入



主体（一次的）が行政：サービス購入型の PFI 等、委託料支払型の公設民営、④供給・購

入主体とも民間：独立採算型及びｼﾞｮｲﾝﾄ･ﾍﾞﾝﾁｬｰ型の PFI 等、委託料支払型を除く公設民

営、公有地活用等となる。ここから、新たな公民パートナーシップの活用は、サービス供

給主体を公共（①②）から民間（③④）に転換することとも位置付けることができよう。

　本稿では、北海道内における公民パートナーシップの現状等を把握するため、道内 212

市町村に対しアンケート調査を行ったが、その結果、①従前に比して活用にやや及び腰な

こと、②事業手法が、従来の官民共同出資、公設民営、公有地活用等から、PFI、公設民

営等を活用する方向に変化していること、③NPO 活用に対する期待感が強いこと、④財政

支出の軽減に加え、民間ノウハウの活用や柔軟な事業運営等の効果を期待していること、

⑤活用に当たり民間企業の不足、事業採算性の確保、役割分担や責任所在等の不明確性等

が障害になっていること等が明らかになった。

　また、実際に公民パートナーシップを活用している 12 事例を具体的に検証した結果、

新しい流れとして、①公共領域における活用が進行していること、②民間活用の度合いが

高い手法、民間がサービス供給主体となりつつ行政が一次的なサービス購入主体となる手

法が導入され始め、財政負担等の軽減や住民サービスの向上が図られつつあること、③事

業運営安定化に向け、多様な創意工夫のなされた事業スキームが構築されていること、④

役割分担の明確化が進み、PFI の精神を重視したスキームも顕在化していること、⑤NPO

との連携により、財政負担の軽減、事業運営の柔軟化等が図られていること、⑥導入に際

して、実際的なノウハウ不足、関係者間の調整等が課題になっていること等が確認された。

　

　今後、各地域においては、Value for Money（VFM）の実現を通じ、財政負担の軽減及

び住民サービスの向上を図っていくため、公共領域における公民パートナーシップの積極

的な活用が求められるが、その際、特に以下の点について重視する必要がある。

(1)　該当する事業の属する「領域」を的確に把握し、公共関与の必要性についても吟味し

た上で、事業規模や地域の実情等も踏まえた最適な手法を選択すること。その際、民間主

体等の最大活用、特に、民間主体等にサービス供給を委ねながらも行政がその一次的な購

入主体となる方式の積極的な検討を行うこと。

(2)　事業スキームの構築に当たっては、事業運営の安定化に向け、事業の性格、住民ニー

ズ、地域の実情等を踏まえ、オーダーメードによる多様な創意工夫を図ること。

(3)　関係者間における適切な役割分担･リスク分担の具体化･明確化、手続き面における透

明性の確保など、PFIの趣旨を尊重した事業展開を図ること。

(4)　NPO など多様な主体の参画を図るとともに、参画者（行政、民間企業等、NPO 等）

間の対等なパートナーシップを確保すること。

(5)　公民パートナーシップに関する情報･ノウハウを共有化し、その向上等を図ること。

【地域支援担当　佐野修久、坂井利孝】
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１．はじめに

　これまで地域経済は、主に国からの財政トランスファーを財源とする公共投資等の財政

支出に大きく支えられてきており、北海道では、特にこのような傾向が強くあらわれてい

る。しかし、今後の財政制約を踏まえれば、これまで同様の財政支出を確保していくこと

は困難であり、地域経済の自立的発展を促進し、過度に財政支出に依存しない経済構造へ

と転換していくことが急務となっている。

　そのためには、財政支出を効率化する一方、マクロ的には域際収支の拡大と民間投資の

拡大を図っていくことが基本となるが、社会資本整備や行政サービスの提供に際し、民間

主体等の活力を活用した「公民パートナーシップ」を導入することができれば、この民間

投資の拡大や財政運営の効率化に大きく寄与するものと考えられる。

　また、住民ニーズの高度化・多様化が進む中で、社会資本整備や行政サービスの提供に、

「公民パートナーシップ」による民間主体等のノウハウや創意工夫の活用が図られれば、

こうしたニーズに即した住民サービスの向上にも資するものと考えられる。

　本稿では、このような意義を有する公民パートナーシップの活用促進を図るべく、公民

パートナーシップの概念整理を行った上で、具体的なプロジェクトで活用されている公民

パートナーシップの事業手法等について紹介し、今後の公民パートナーシップの方向性を

示すこととしたい。

　本稿の構成は次のとおりである。まず第２章では、公民パートナーシップの意義や事業

領域について検討するとともに、活用される事業手法について整理する。これを踏まえ、

第３章では、道内 212 市町村を対象に行ったアンケート調査結果をもとに、北海道におけ

る公民パートナーシップの現状や今後の予定等について明らかにし、第４章では、道内外

において実際に活用されている公民パートナーシップの事例から具体的な事業手法やスキ

ーム等を検証する。第５章では、以上を踏まえつつ、今後の公民パートナーシップ活用に

向けた基本的考え方を示す。
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２．公民パートナーシップの概念

２.１　公民パートナーシップの意義・領域

　経済社会のグローバル化の進展、地域価値の見直しが進む一方、国・地方ともに財政状

況は厳しさを増し、住民ニーズの高度化・多様化も進みつつある。こうした中、今後の社

会資本整備や行政サービス提供に当たっては、対価に対し最も価値のあるサービスの提供

を図る Value for Money（ＶＦＭ）の考え方を基本に、より効率的かつ効果的な対応をし

ていくことが求められており、民間事業者やＮＰＯ等の活用も重要な選択肢となっている。

　これまで、各地域において、事業やサービスの提供を行うに際しては、収益性が低い一

方で公共性の高い公共領域（社会資本整備、行政サービス提供等）においては行政が主体

となり、また収益性が高く公共性の低い領域では民間事業者が主体となって、事業展開が

図られてきた。そして、この公共領域と民間領域の間に位置する中間領域、すなわち一定

の公共性と収益性を有する領域については、行政と民間が共同で出資するいわゆる第三セ

クター等が事業主体となる官民共同出資方式など（官民パートナーシップ）により、対応

されてきた経緯にある（図２-１）。

　これらの中間領域における官民パートナーシップは、所期の目的を達しているものもあ

る一方、残念ながら立ち行かなくなった事例も多数見受けられる。これは、①民間で十分

対応可能な領域にも拘らず官民パートナーシップを導入し行政が介入した結果、かえって

事業性が損なわれることになったり、収益性が極めて低い公共領域にも拘らず無理に官民

パートナーシップを導入するなど、領域の特性に応じた適切な対応がなされていなかった

こと、②官民の役割分担が不明確で責任の所在も曖昧だったこと等に起因する面があるも

のと考えられる。

　こうした状況が顕在化する一方、最近はＰＦＩを中心に新たな民間活力の活用が図られ

（図２-１）公民パートナーシップの領域

公共性

収益性

公共領域

民間領域

中間領域

従来の官民ﾊﾟ ﾄーﾅｰｼｯﾌﾟ分野
→行政と民間が連携
　　　(第三セクターなど）

高い

低い

低い 高い

公共性

収益性

民間領域

中間領域

高い

低い

低い 高い

新たな公民ﾊﾟ ﾄーﾅｰｼｯﾌﾟ分野
→行政・民間・NPO等が連携

公共領域
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つつある。これは、従来のように中間領域に官民パートナーシップを導入するものとは異

なり、これまで公共領域として行政が担ってきた分野を対象とするものである。すなわち、

公共サービスの提供を行政が独占する従来の方式から脱却し、公共サービスの提供（公共

領域）に民間事業者やＮＰＯといった主体の活用を図ろうとするものである（図２-１）。

　最近、民間における経営理念・手法等を行政に導入し行政部門の効率化・活性化を目指

す New Public Management（ＮＰＭ）理論が注目を集めているが、ここでも、公共部門

へのＰＦＩ、民営化、民間委託（広義の民営化）、エージェンシー化等の導入を通じた「市

場メカニズムによる統制」が重要な柱の一つとして位置付けられている。さらに、英国に

おいては、ブレア政権移行後にこのＮＰＭ（狭義）の制度改革が図られつつあり、民間企

業やＮＰＯ・住民とのパートナーシップを重視しつつ、住民ニーズに即したベストなサー

ビス供給を目指す Best Value 改革（経済性･効率性重視から有効性重視へ）が進められて

いる。その一環として、ＰＦＩも、こうしたパートナーシップを前提とする Public Private

Partnerships（ＰＰＰ）の一つとして位置付けられるに至っている（図２-２）。

　このような流れを踏まえると、前記財政制約や住民ニーズの高度化・多様化が一層進行

する中で、今後わが国においても、従来の中間領域のみならず、これまで行政が主体とな

って対応してきた公共領域に、民間事業者やＮＰＯなどの主体を活用し、より効率的かつ

効果的に社会資本整備や行政サービスの提供を促進していくことが要請される。

　本稿では、中間領域において行政と民間が連携する従来型の官民パートナーシップに加

え、こうした公共領域において行政・民間・ＮＰＯ等の主体が連携する新しいタイプのパ

ートナーシップをあわせ、全体を「公民パートナーシップ」と位置付ける。

２.２　公民パートナーシップの事業手法

　公共領域における公民パートナーシップにおいては、既往分野（既に建設され活用され

ている施設や既に提供されている行政サービス）に対し民間主体等を活用する手法として、

民営化、民間委託等（広義の民営化）などがあげられるが、本稿では、新たに社会資本整

備や行政サービス提供を行う際に用いる手法を中心に論じる。

　表２-１のとおり、先ず、従来の官民パートナーシップ分野である中間領域においては、

（図２-２）英国におけるＰＰＰ（Public Private Partnerships）

　　　　　　　民間企業・ＮＰＯ等との連携

ＰＰＰ

　○　ＰＦＩ

　○　民営化

　○　民間委託等（広義の民営化）

　○　エージェンシー化　　ほか

公共領域
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これまで、官民の共同出資によりいわゆる第三セクター等を設立し事業運営を担わせる官

民共同出資方式が中心に活用されてきた。このほか、公有地上に民間主体が施設を建設す

る公有地活用方式、行政が建設した施設の事業運営を民間主体に委ねる公設民営方式等も

採用され、さらに、より効率的・効果的な施設整備を図るべく、行政と民間主体が共同で

施設の建設等を行う公民一体整備方式や、行政がインフラ整備等を行う一方で民間主体が

収益施設等の整備を担う公民機能分担方式といった手法も用いられてきた。当該中間領域

においては、こうした手法が、これまでの反省を踏まえた改善を加えつつ、引き続き活用

されていくことになるとみられるが、これらをより発展させた形として、独立採算型やジ

ョイント・ベンチャー型によるＰＦＩ等の活用も期待されよう。

　次に、新たな公民パートナーシップ分野である公共領域における事業手法としては、設

計・建設・運営等を一体的に民間主体に委ねる一方、行政がこれらに要するコストを民間

主体に対して支払うＰＦＩ（サービス購入型）が典型的な例としてあげられる。また、こ

のＰＦＩ事業を実施する際に具体的な事業手法として活用されている手法等、すなわち、

民間主体に設計・建設・運営を一体的に委ねるＤＢＯ（Design-Build-Operate）、同様に

設計・資金調達・建設・運営を一体的に委ねるＢＴＯ（Build-Transfer-Operate、建設後

に施設の所有権を行政に移転）、ＢＯＴ（Build-Operate-Transfer、事業期間終了後に所有

権を行政に移転）、ＢＯＯ（Build-Own-Operate、所有権を行政に非移転）なども用いる

ことができる。このほか、行政が施設を建設した上でその管理運営を民間に委ねる公設民

営方式、施設の建設を民間に委ねる一方で運営は行政が担う民設公営方式、行政が建設・

運営する施設等の一部業務のみ民間に委ねる業務委託方式などの手法も採用し得よう（こ

れらの手法の具体内容等については表２-２参照）。

（表２-１）領域別の主な公民パートナーシップ手法（新設時）の概要

中間領域

（従来の官民ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ分野）

公共領域

（新たな公民ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ分野）

○　公設民営

○　ＰＦＩ

　（ｼﾞｮｲﾝﾄ･ﾍﾞﾝﾁｬｰ型、独立採算型）

○　官民共同出資（第三ｾｸﾀｰなど）

○　公有地活用

○　民間への業務委託（公設公営等）

○　民設公営

○　公設民営

○　ＤＢＯ

○　ＢＴＯ

○　ＢＯＴ　　特にｻｰﾋﾞｽ購入型

○　ＢＯＯ

○　ＰＦＩ

○　公民一体整備

○　公民機能分担

○　公民一体整備

○　公民機能分担

(注)1．公民一体整備、公民機能分担については、これら以外の手法で整備･運営する計画にある施設を、更に効率的・

　　効果的に整備すべく用いられる手法であり、他の手法とは性格が異なることから、区分して記載している。

　  2．右側の矢印は、一般的な各手法の公共関与の強さをイメージとして示している（上の手法ほど公共関与大）。

公

共

関

与
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（表２-２）主な公民パートナーシップ手法（新設時）の具体内容

　　手　　　　　法 概　　　　　　　　　　要 　　役　割　分　担

建設 所有 運営 資金調達

公設民営 　行政が施設を建設した上で、その運営を民間に委ねるもの。

１．委託料支払型 　施設の管理･運営を民間に委託し、管理・運営に要する費用を委託費 行政 行政 民間 行政

として行政が民間に支払うもの。

　なお、「公の施設」の場合の委託先は、いわゆる第三セクター、公共団体

及び公共的団体に限定される。

２．利用料金型 　施設の管理･運営を民間に委託し、管理・運営に要する費用は、民間が 行政 行政 民間 行政

利用者から直接得る利用料金により賄うもの。

　なお、「公の施設」の場合の委託先は同上。

３．施設貸与型 　施設を民間に有償若しくは無償で貸与し、民間にその運営を担わせる 行政 行政 民間 行政

もの。

　なお、行政財産の貸与は極めて限定的であり、通常は普通財産の

場合に活用される。

４．施設譲渡型 　行政が建設した施設を民間に有償若しくは無償で譲渡し、民間に所有・ 行政 民間 民間 行政

運営を担わせるもの。 民間

民設公営 　建設は民間に委ね、その施設の運営を行政が行うもの。

１．施設譲渡型 　民間が建設した施設を取得し、その運営を行政が行うもの。 民間 行政 行政 行政

２．施設貸与型 　民間が建設した施設を借り受け、その運営を行政が行うもの。 民間 民間 行政 民間

３．ＤＢ 　民間に設計・建設を一体的に委ね、当該施設の所有・運営は行政が 民間 行政 行政 行政

　（Design-Build） 担うもの。

民間への業務委託 　行政が建設･運営する施設等について、運営にかかる一部業務 行政 行政 行政 行政

（公設公営等） (清掃･警備など）を民間に委託するもの。 (一部業務：民間）

ＤＢＯ 　民間に設計･建設･運営を一体的に委ね、施設の所有・資金調達は 民間 行政 民間 行政

（Design-Build-Operate） 行政が担うもの。

ＢＴＯ 　民間に設計・資金調達・建設・運営を一体的に委ねるが、建設後に 民間 行政 民間 民間

（Build-Transfer-Operate） 施設の所有権を行政に移転するもの。

ＢＯＴ 　民間に設計・資金調達・建設・運営を一体的に委ね、事業期間終了後 民間 民間 民間 民間

（Build-Operate-Transfer） に施設の所有権を行政に移転するもの。 (事業期間終了後：行政）

ＢＯＯ 　民間に設計・資金調達・建設・運営を一体的に委ね、事業期間終了後 民間 民間 民間 民間

（Build-Own-Operate） も施設の所有権を行政に移転しないもの。

ＰＦＩ　（＊） 　民間に設計・建設・運営等を一体的に委ねるもの。

（Private Finance Initiative）

公有地活用 　公有地を民間に提供し、そこに民間が施設を建設･運営するもの。 民間 民間 民間 民間

１．無償・低廉貸与 　公有地を民間に無償若しくは低廉で貸与するもの。 (土地のみ行政）

２．定期借地権 　公有地を民間に貸与する際、普通借地権とは異なり、原則的に

契約期間終了後の更新がない定期借地権を活用するもの。

３．.公有地信託 　公有地を土地信託方式により活用するもの。

公民一体整備 　公共施設と民間施設を一体的に建設するもの。共同で建設し、行政と 行政 行政 行政 行政

民間による区分所有あるいは共有とする場合、民間が建設し行政が 民間 民間 民間 民間

買取る場合（民設公営)等がある。

公民機能分担 　全体事業のうち、行政と民間がその性格に即し、分担してインフラ整備 行政 行政 行政 行政

や施設整備を行うもの。 民間 民間 民間 民間

＊　ＰＦＩ事業を実際に実施するに当たっては、この表に示したＢＯＯ、ＢＯＴ、ＢＴＯなどの手法が用いられる。一方、ＰＦＩは、いわゆるＰＦＩ法やＰＦＩ基本方針等

　に沿ったプロセスを経る必要があり、こうした手法をとってもＰＦＩには該当しない場合もあるので、ここでは別記している。
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　これらの手法について、建設主体と運営主体を各々行政と民間とに区分し、マトリクス

上に類型化したのが図２-３である。(1) 建設・運営ともに行政が主体となるものとしては

公設公営（従来型の社会資本整備や行政サービス提供）が該当し、行政が当該施設を運営

するに当たり清掃・警備等の一部業務を民間に委託する場合もここに含まれる。また、(2)

建設主体が行政で運営主体は民間になるものとして公設民営、(3)逆に建設主体が民間で運

営主体は行政になるものとして民設公営があげられる。一方、(4)建設・運営双方とも民間

が担う手法としては、ＰＦＩのほか、ＤＢＯ、ＢＴＯ、ＢＯＴ、ＢＯＯ、さらに公有地活

用方式や当然ながら民間事業も該当することになる。

　新たな公民パートナーシップの活用は、建設・運営ともに行政が担う公設公営（(1)）か

ら、民間が建設・運営のいずれか若しくは双方を担う手法（(2)･(3)･(4)）に転換していく

ことであるといえよう。

　なお、官民共同出資方式は、行政と民間が共同出資した事業主体が建設・運営を担うこ

とから、これらの中間として位置付けられる。

　次に、これらの手法により整備・運営される事業について、サービスの供給主体とサー

ビス購入主体（一次的な購入を含む。）を各々公共と民間に区分してみると、必ずしも明確

（図２-３）建設・運営主体別の主な公民パートナーシップ手法の整理

　運　　　　　　　営

行　　政 民　　間

(1) (2)

○　公設公営（公共事業等） ○　公設民営

　・　全て行政が担当 　・　委託費支払型

　・　民間への一部業務の委託 　･　利用料金型

行　政 　・　施設貸与型

建 　・　施設譲渡型

  ○　官民共同出資

 （○　公民一体整備）

 （○　公民機能分担）

　　　　　 　　　ほか

設 ○　民設公営 ○　ＰＦＩ

　・　施設譲渡型 ○　ＤＢＯ

民　間 　・　施設貸与型 ○　ＢＴＯ

　・　ＤＢ ○　ＢＯＴ

○　ＢＯＯ

○　公有地活用

○　民間事業

(3) (4)

(注）１．下線は、所有が行政となる手法。なお、ＰＦＩは所有が行政となる場合もある。

　　 ２．公民一体整備や公民機能分担は、他の手法とは性格が異なるものの、行政と民間が共同若しくは機能

　　　　分担しつつ建設・運営を図るという意味合いから、中間に位置するものとして記載。
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に分けられないものもあるが、概ね図２-４のとおり整理される。すなわち、(ⅰ)サービス

の供給・購入とも公共（＝購入主体は住民一般）が主体となるものとしては、公設公営（従

来型の社会資本整備や行政サービス提供）及び民設公営があげられる。また、(ⅱ)サービ

ス供給主体が公共、購入主体は民間（利用者）であるものしては公営企業等によるものが

考えられる。一方、(ⅲ)民間がサービス供給主体となりつつ、そのサービスを行政が一次

的に購入する手法としては、サービス購入型のＰＦＩ・ＤＢＯ・ＢＴＯ・ＢＯＴ・ＢＯＯ、

委託料支払型の公設民営が位置付けられる。さらに、(ⅳ)サービス供給主体、購入主体と

も民間（利用者等）であるものとしては、独立採算型及びジョイント・ベンチャー型のＰ

ＦＩ・ＤＢＯ・ＢＴＯ・ＢＯＴ・ＢＯＯ、委託料支払型を除く公設民営方式のほか、公有

地活用方式や民間事業も該当することになる。

　以上を踏まえれば、今後公民パートナーシップにより公共領域に民間主体等を活用して

いくということは、概ねサービス供給主体を公共から民間に転換すること（ (ⅰ)･(ⅱ )→

(ⅲ)･(ⅳ））といえ、その中で、事業の性格に応じ、サービス購入主体を公共にするか民間

にするかを適切に検討していくことが求められよう。

（図２-４）サービス供給主体・購入主体別の主な公民パートナーシップ手法の概括整理

（ⅲ） （ⅰ）

（ⅱ）

(注）１．第２象限（ⅲ）におけるサービス購入主体（公共）は、一次的な購入主体。

　　　２．公設公営、民設公営により整備した施設の中には、サービス購入主体が民間となるものも

　　　　あり得るなど、事業内容により上記分類とは異なる場合がある。

○　公設公営
　（公共事業等）
○　民設公営

○　ＰＦＩ
○　ＤＢＯ
○　ＢＴＯ　　 サービス購入型
○　ＢＯＴ
○　ＢＯＯ
○　公設民営
　　（委託料支払型）

○　ＰＦＩ
○　ＤＢＯ
○　ＢＴＯ　　独立採算型
○　ＢＯＴ　　 及びｼﾞｮｲﾝﾄ･ﾍﾞﾝﾁｬｰ型
○　ＢＯＯ
○　公設民営
　　（利用料金型、施設貸与型
　　　及び施設譲渡型）
○　公有地活用
○　民間事業

○　公営企業等

サービス供給主体

サービス購入主体

公共

公共

民間

民間（ⅳ）
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３．北海道における公民パートナーシップの現状

　～道内市町村に対するアンケート調査結果の分析

　前章では、公民パートナーシップの意義、活用し得る領域、具体的な事業手法について

概観したが、本章においては、こうした公民パートナーシップの現状及び今後の予定等に

ついて、道内 212市町村に対しアンケート調査を行った結果をもとに、明らかにすること

としたい。

　なお、調査要領は以下のとおりである（調査票は付表―１、詳細な集計結果は付表―２

参照）。

○　調査対象

　北海道内 212 市町村

○　調査時点

　平成 13年 7月 6日

○　調査方法

　書面郵送によるアンケート調査

○　回収状況

（対象数）212 団体

（回収数）195 団体（回収率　92.0％）

○　集計市町村

　　195 団体

　＜市・町村別＞

　 　 市：34 団体（100.0％） 町村：161 団体（ 90.4％）

　＜支庁別＞

　　石狩：10 団体（100.0％）　渡島：15 団体（ 88.2％）

　　檜山：10 団体（100.0％）　後志：19 団体（ 95.0％）

　　空知：25 団体（ 92.6％）　上川：22 団体（ 91.7％）

　　留萌： 8 団体（ 88.9％）　宗谷：10 団体（100.0％）

　　網走：23 団体（ 88.5％）　胆振：14 団体（ 93.3％）

　　日高： 8 団体（ 88.9％）　十勝：17 団体（ 85.0％）

　　釧路： 9 団体（ 90.0％）　根室： 5 団体（100.0％）
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３.１　公民パートナーシップの現状

３.１.１　連携実績

　社会資本整備等に関するプロジェクト、行政サービスの提供等を行うにあたり、民間企

業と連携した実績のある市町村は、91 団体と概ね半数を占める結果となっている。

　この 91 団体のうち、市の動向をみると、道内 34 団体中 33 団体と大半が連携した実績

をもつのに対し、町村では 58 団体と 3 分の 1 程度にとどまっており、相対的に民間との

連携が進んでいない状況にある。

３.１.２　手法・分野

　これまで実際に民間と連携した際の手法についてみると、一番多くとられたのは「出資・

出捐」（69 団体）で、民間と連携した実績のある市町村のうち 4 分の 3 が第三セクター等

の手法を用いていたことがわかる。また、このほか「公設民営」（45 団体、49.5％）、「行

政サービスの民間委託」（28 団体、30.8％）、「土地・建物等の無料或いは低料金で貸与」

（22 団体、24.2％）、「役職員派遣」（20 団体、22.0％）等の手法が多く活用されている。

このような活用手法からみて、これまでは主に、前記の公共領域と民間領域の間に位置す

る中間領域において、公民パートナーシップが導入されてきたものと推測される。

図3-1　公民パートナーシップの手法（実績）
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　一方、民間と連携した実績のある事業分野についてみると、「観光・レクレーション」が

62 団体（68.1％）と最も多く、次いで「医療・福祉」が 29 団体（31.9％）、「都市開発」

が 26 団体（28.6％）、「教育・文化」が 22 団体（24.2％）、「環境・エネルギー」が 21 団

体（23.1％）、「交通・運輸」が 20 団体（22.0％）と続いている。

図3-2　公民パートナーシップの対象分野（実績）
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　ここで、以上の手法と事業分野を組み合わせてみてみると、「観光・レクレーション」分

野の「出資・出捐」（第三セクター等）が 48 団体（52.7％）と最も多く、以下「観光・レ

クレーション」分野の「公設民営」（33.0％）、「都市開発」分野の「出資・出捐」（16.5％）、

「観光・レクレーション」分野の「役職員派遣」、「環境・エネルギー」分野の「行政サー

ビスの民間委託」、「交通・運輸」分野の「行政サービスの民間委託」、「医療・福祉」分野

の「公設民営」（いずれも 13.2％）、「環境・エネルギー」分野の「出資・出捐」（12.1％）

等となっている。
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　次に、事業分野別にとられている手法をみると、最も多く民間との連携が行われている

「観光・レクレーション」分野では、「出資・出捐」が一番多く、次いで「公設民営」、「役

職員派遣」と続いている。2 番目に民間との連携が多い「医療・福祉」分野では、「公設民

営」、「行政サービスの民間委託」、「土地・建物等の無料或いは低料金で貸与」が多数を占

めている。また、3 番目に民間との連携の多い「都市開発」分野では、「出資・出捐」、「公

設民営」、「役職員派遣」となり、以下「教育・文化」分野では、「出資・出捐」、「公設民営」、

「行政サービスの民間委託」、「環境・エネルギー」分野では、「行政サービスの民間委託」、

「出資・出捐」、「土地・建物等の無料或いは低料金で貸与」、「交通・運輸」分野では、「行

政サービスの民間委託」、「出資・出捐」、「役職員派遣」と、事業分野に応じて用いられる

手法が異なる格好となっている。

図3-3　公民パートナーシップにおける事業分野別の手法（実績）
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３.１.３　ＮＰＯ等との連携

　民間企業のみならず、ＮＰＯとも連携した実績のある市町村は 6 団体と、民間との連携

実績のある 91 団体のわずか 3％にとどまり、今のところこうした取組みはあまり進んでい

ない。

　なお、ＮＰＯと連携した分野では、「教育・文化」が 5 団体と最も多く、他に「環境・

エネルギー」、「医療・福祉」分野でも連携実績がみられる。また、手法としては、「行政サ

ービスの民間委託」が主体となっている。
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３.２　公民パートナーシップの今後の予定

３.２.１　連携予定

　今後、社会資本の整備や行政サービスの提供等に当たり、民間と連携する予定について

みてみると、予定している市町村が 12 団体（6.2％）、検討している市町村が 47 団体

（24.1％）となっているのに対し、連携予定のない市町村は 134 団体（68.7％）と全体の

約 7 割に達し、これまでに比し民間との連携に関し、やや及び腰の姿勢がみられる。

　これを既に民間と連携した実績のある市町村とない市町村とに分けてみると、連携実績

のある市町村においては、約 5 割が予定や検討をしているのに対し、連携実績のない市町

村では、約 1 割にとどまるなど、むしろ連携実績のない市町村ほど民間との連携に取り組

む姿勢が弱い結果となっている。

　なお、市では 3 分の 2 が今後民間との連携を予定しているのに対し、町村では 2 割程度

にとどまる格好となっている。

３.２.２　手法・分野

　今後、民間と連携する際に活用を予定・検討している手法については、「PFI」が 24 団

体と 4 割を占め、次いで「公設民営」が 17 団体（28.8％）、「行政サービスの民間委託」

が 15 団体（25.4％）と続いており、公共領域に公民パートナーシップを導入しようとす

る動きが垣間見える。また、今までに連携した実績のある手法との変化をみると、「出資・

出捐」による第三セクター等の手法が 75.8％から 13.6％に激減、さらに「公設民営」が

49.5％から 28.8％に、「役職員派遣」が 22.0％から 1.7％に減少する一方、代わって「PFI」

手法が浮上するなど、大きく転換しつつある。

図3-4　公民パートナーシップの手法（予定）
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　一方、民間と連携を予定・検討している事業分野については、「観光・レクレーション」

が 19 団体（32.2％）と最も多く、次いで「医療・福祉」が 17 団体（28.8％）、「都市開発」

が 13 団体（22.0％）、「教育・文化」が 11 団体（18.6％）と、民間と連携実績のある事業

分野と同様の順位となっている。しかしながら、「観光・レクレーション」では 68.1％か

ら 32.2％へ、「環境・エネルギー」では 23.1％から 11.9％へ、「研究」では 7.7％から皆減、

他方「庁舎・宿舎等」が 2.2％から 11.9％に増加するなど、活用分野にも変化がみられる。

図3-5　公民パートナーシップの対象分野（予定）
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実績 予定

　

　ここで、以上の手法と事業分野を組み合わせてみると、「観光・レクレーション」分野の

「公設民営」が 13.6％と最も多く、以下、「医療・福祉」分野の「PFI」、「庁舎・宿舎等」

分野の「PFI」（いずれも 11.9％）、「教育・文化」分野の「PFI」、「都市開発」分野の「PFI」、

「医療・福祉」分野の「行政サービスの民間委託」（いずれも 10.2％）と、ここでもこれ

までとは大きく変化していることがわかる。中でも、「観光・レクレーション」分野の「出

資・出捐」など突出した手法がなくなり、平準化している点は注目に値しよう。
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　次に、事業分野別にとられている手法をみると「観光・レクレーション」分野では「公

設民営」、「出資・出捐」、「PFI」（実績のある手法：「出資・出捐」、「公設民営」、「役職員

派遣」）、「医療・福祉」分野では「PFI」、「行政サービスの民間委託」、「公設民営」（実績

のある手法：「公設民営」、「行政サービスの民間委託」、「土地・建物等の無料或いは低料金

で貸与」）、「都市開発」分野では「PFI」、「公設民営」、「民間事業に関連したインフラ整備」

（実績のある手法：「出資・出捐」、「公設民営」、「役職員派遣」）となっており、分野別に

みてもとられる手法が変化しつつあるといえよう。

図3-6　公民パートナーシップにおける事業分野別の手法（予定）
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　なお、「PFI」手法を予定・検討している 24 団体における事業タイプについては、「サー

ビス購入型」が 13 団体（54.2％）と最も多く、独立採算型（1 団体）とジョイントベンチ

ャー型（2 団体）は非常に少ない結果となっている。

３.２.３　ＮＰＯ等との連携

　こうした事業等に関する NPO との連携については、実際に予定や検討をしている市町

村は 5 団体（2.6％）と僅かにすぎないものの、検討の対象となりうるとした市町村は 128

団体（65.6％）にも及び、行政と民間を補完する NPO に対する期待感があらわれている。

　なお、NPO との連携を予定・検討している分野としては、「情報・通信」、「医療・福祉」、

「観光・レクレーション」があげられている。
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３.３　公民パートナーシップの効果とハードル

３.３.１　期待する効果

　次に、民間等との連携により期待する効果としては、「運営の効率化による財政支出の軽

減」と回答した市町村が 157 団体と 8 割にも達し、昨今における市町村の厳しい財政状況

等を窺わせる結果となっている。次いで「行政にはない民間の専門技術・ノウハウの活用」

が 134 団体（68.7％）、「多様化する住民ニーズに沿った柔軟で機動的な運営」が 98 団体

（50.3％）、「サービス向上」が 66 団体（33.8％）と続き、民間企業のノウハウや柔軟性

に対する期待も大きくあらわれている。

図3-7　公民パートナーシップの効果
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３.３.２　活用する上でのハードル

　一方、民間等と連携するに当ってハードル・障害となる点については、「連携する民間企

業の欠如・不足」が 105 団体、「事業採算性の確保」が 99 団体と 5 割を超え、次いで「役

割・リスク分担・責任所在の不明確さ」が 95 団体（48.7％）、「今後の財政負担・事務負

担の増大に対する懸念」が 44 団体（22.6％）、「サービスの低下、事業継続の不安定性等、

政策性確保の困難性」が 43 団体（22.1％）等となっている。一方、「インセンティブの不

足」、「議会対応」、「職員・労働組合による処遇問題等についての抵抗」、「事務手続きの煩

雑さ」など地方公共団体内における実際的な調整、手続き等を課題と考える市町村は少な

い結果があらわれている。

図3-8　公民パートナーシップのハードル
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３.４　調査結果のまとめ

　

　以上のアンケート調査の分析結果について、総括的に整理すれば、次のとおりである。

(1)　従前に比し公民パートナーシップの活用にやや及び腰の姿勢がみられること。

(2)　事業手法としては、これまで主に官民共同出資、公設民営、民間への業務委託、公有

地活用等が活用されてきたが、今後はＰＦＩ、公設民営等の活用を予定・検討している

団体が相対的に多いこと。

(3)　ＮＰＯ等との連携はこれまでほとんどなされていないが、今後の連携対象としての期

待感は強いこと。

(4)　公民パートナーシップの効果として、財政支出の軽減、民間ノウハウの活用や柔軟な

運営等による住民サービスの向上等を期待していること。

(5)　一方、活用に当たっての障害として、民間企業の不足、事業採算性の確保、役割分担

や責任所在等の不明確性をあげる団体が多いこと。
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４．道内外における公民パートナーシップ事例

　

　前章では、北海道における公民パートナーシップの現状や今後の予定等について、アン

ケート調査結果に基づき分析したが、本章では、当該アンケート調査における全体観を踏

まえつつ、実際の公民パートナーシップによるプロジェクト 12 事例を取り上げ、事業手

法やスキーム、目的・効果、活用に当たってのハードル等について具体的に検証すること

としたい。

　これらの事例については、第２章で整理した事業手法のうち最近実際に活用された若し

くは活用予定にある手法で、新たな公民パートナーシップ分野である公共領域において活

用されるものを中心に選定している（9 事例）が、従来分野である中間領域における事例

についても、主体、手法、スキームなどに何がしかの工夫や特徴があるものを取り上げて

いる（3 事例）。また、第２章で指摘したとおり、本稿では、新たな社会資本整備や行政サ

ービス提供を行う際に用いる手法を中心に論じており、紹介する事例もこうしたプロジェ

クトを中心に抽出したが、既往の施設や行政サービスに民間活力を活用した事例（民間へ

の業務委託）も若干含めている。

(表 ４ ‐ １ ） 　 紹 介 す る プ ロ ジ ェ ク ト と 事 業 手 法

公 　 　 　 共 　 　 　 領 　 　 　 域

一 般 廃 棄 物
処 理 施 設

劇 場
医 療 ・福 祉 ・
保 健 複 合 施 設

福 祉 ・ 観 光
複 合 施 設

大 学

西 い ぶ り 廃 棄 物
処 理 広 域 連 合

富 良 野 市 群 馬 県 六 合 村 愛 知 県 足 助 町 千 歳 市

公 設 民 営

委 託 料 支 払 型 ○ ○ ○

利 用 料 金 型 ○ ○

施 設 譲 渡 型 ○

民 設 公 営 （ 施 設 譲 渡 型 ）

民 間 へ の 業 務 委 託 ○

D B O （ D e s ig n - B u i ld - O p e r a t e ） ○

B O O （ B u i ld - O w n - O p e r a t e ）

公 有 地 活 用

無 償 ・低 廉 貸 与

定 期 借 地 権

公 民 一 体 整 備

公 民 機 能 分 担

(参 考 1 ） 　 P F I的 手 法 の 導 入 ○

(参 考 2 ） 　 N P O や 住 民 と の 連 携 ○
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　なお、ＰＦＩ(＊)に関しては、既に紹介されている事例が多く、また実際に導入段階に

ある事業についてはホームページ等における情報公開も進んでいることから、本稿では敢

えて取り上げることを避け、それ以外の特徴あるプロジェクトについて紹介することとす

る。

　ここで紹介する具体的なプロジェクトとそこで用いられている手法を概括的に整理する

と、表４-１のとおりである。

＊　北海道内における主なＰＦＩの導入状況について付記すると以下のとおり。

　○　留辺蘂町･置戸町･訓子府町

　　　一般廃棄物最終処分場の整備・運営に関し導入準備中（事業者選定まで終了）

　○　札幌市

　　　第二斎場の整備・運営に関し導入予定（実施方針の策定･公表段階）

　○　北海道

　　　道立八雲公園のビジターセンター等の整備・運営に関し導入検討中（実施方針策定前の検討段階）

中 間 領 域

市 民 会 館 図 書 館 等
リ サ イ ク ル
施 設

公 営 住 宅 風 力 発 電 所
中 心 市 街 地
活 性 化 施 設

ウ ォ ー タ ー
フ ロ ン ト 施 設 等

室 蘭 市 群 馬 県 太 田 市
十 勝 環 境 複 合
事 務 組 合

帯 広 市 浜 頓 別 町 大 樹 町 兵 庫 県 神 戸 市

○

○

○ ○

○ ○

○

○

○

○ △

○ ○ △
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４.１　西いぶり廃棄物処理広域連合における

　　　　　一般廃棄物処理施設（「西胆振地域廃棄物広域処理施設」）の整備・運営

　　【公設民営（委託費支払型）、ＤＢＯ】

４.１.１ 概要

　昨今の環境意識の高まりを受け、平成 14 年 12 月からダイオキシン類排出規制が強化さ

れる予定にあり、室蘭市及び周辺の西胆振地域 7 市町村では広域連合を組織し、これに対

応し得る一般廃棄物処理施設を整備・運営する計画にある。

　その際、当該事業を実施するための手法として、当初ＰＦＩの導入を検討していたが、

ＰＦＩでは、行政が直接整備する際に得られる地方交付税が確保されないことから、最終

的に同広域連合が施設を建設・所有し、民間の特別目的会社（ＳＰＣ）が広域連合からの

委託費により運営を行う公設民営方式を採用している。この方式においては、施設の設計、

建設の請負工事、運営を一体的に民間（ＳＰＣとその母体である特別共同企業体）に委ね

る（ＤＢＯ）とともに、ＰＦＩと同様の手続きやリスク分担を行うなど、概ねＰＦＩに近

いものとなっている。

　こうしたＰＦＩ方式の利点を活用した公設民営方式による一般廃棄物処理施設の整備・

運営は国内でも初の試みであり、今後のモデルケースとして注目される。

４.１.２ 民間と連携した目的・効果

(1)　財政負担の軽減

　民間事業者であるＳＰＣ及びその母体である特別共同企業体に、設計、建設の請負工事、

運営までを一体的に委ねることにより、建設の性能発注、効率的な運営体制をにらんだ設

計等を通じ、施設の建設・運営にかかる生涯コストを削減、財政負担の軽減を図る。

　実際に、行政の試算によれば、生涯コストは公共単価で建設し行政が直接運営する場合

に比し、約 30％軽減することになる。

(2)　リスク負担の軽減

　建設・運営に関するリスクを契約により適切に民間事業者に移転することにより、従来

方式の場合、すべてを負担することになる行政のリスク軽減を図る。

(3)　民間ノウハウの活用

　当該事業に関する経験をもつ民間事業者の技術・ノウハウを活用し、事業の円滑化・効

率化を図る（これらが上記コスト軽減にも寄与）。

(4)　管理・運営状況の透明性確保

　特別目的会社の管理・運営状況を行政と住民で常時モニタリングを行うことを通じ、行

政が行う場合に比し、ごみの燃焼から埋め立てまでの全工程の管理・運営の透明性確保を

図る。
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４.１.３ 事業内容

(1)　所在

　　室蘭市石川町（伊達市との境界に位置）

(2)　名称

　　西胆振地域廃棄物広域処理施設

(3)　民間事業主体等

　　西胆振環境㈱【施設の管理・運営】

（㈱日本製鋼所、三井造船㈱、三井物産㈱が出資する特別目的会社（資本金 10 百万

円（事業開始前に 100百万円に増資予定））、資本構成：㈱日本製鋼所 47.5％、三井

造船㈱47.5％、三井物産㈱5.0％）

　　なお、施設整備主体は西いぶり廃棄物処理広域連合（室蘭市、伊達市、豊浦町、虻田

町、壮瞥町、洞爺村、大滝村の西胆振 7市町村で構成する広域連合）

(4)　土地

　　5.1ha

(5)　建物

　　鉄筋コンクリート一部鉄骨造 5階建　延 11,493㎡

(6)　設備構成

　○燃焼・溶融処理設備（熱分解燃焼溶融方式）

　　性能：可燃ごみ 210t／日（105t／日×2炉：全連続式、燃焼溶融炉内温度：1,300℃）

　○不燃・粗大ごみ処理設備（二軸せん断式破砕、回転式破砕）

　　性能：不燃・粗大ごみ 47.5t／5時間

　○発電設備（ごみ焼却時に発生する余熱を利用）

　　出力：1,980kW

(7)　工事費等

　○建設費　　 10,395百万円（付帯整備費を除く。）

　○管理運営費 11,471百万円

（広域連合が管理・運営委託契約に基づき、契約期間中に支払予定の合計額。ただし、

物価変動に応じた見直し措置あり。）

(8)　事業期間

　18年 4ヶ月（西いぶり廃棄物処理広域連合と西胆振環境㈱との管理・運営委託期間）

(9)　供用開始予定年月

平成 14 年 12 月

完成予想図
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４.１.４ 事業スキーム

　当該事業は、当初、設計・建設・運営を一体的に民間に委ねるＰＦＩの導入を前提に進

められてきたが、検討・事業化時期が他事業に比して早かったこともあり、行政が直接整

備した場合には得られる起債の償還に対する地方交付税が得られない、すなわちイコー

ル・フッティングが確保されなかったことから、最終的にＰＦＩそのものの導入は断念、

広域連合が建設・所有しつつ、その管理・運営のみ民間に委ね、その管理・運営にかかる

コストを広域連合が委託費として支払う、公設民営方式（委託費支払型）を採用している。

　しかし、建設主体をＳＰＣから広域連合（行政）に移しただけで、設計、実際の建設請

負工事、管理・運営を一体的に民間（特別共同企業体（㈱日本製鋼所、三井造船㈱、三井

物産㈱から構成）及びこれら各社の出資するＳＰＣ）に委ね（＊）、民間事業者の創意工夫

により建設・運営コストの削減を図りうるスキーム（ＤＢＯ）としており、建設時の資金

調達等を除き、極めてＰＦＩに近い事業方式となっている。また、実施方針の策定・公表、

特定事業の選定、事業者選定（公募型競争入札）等の事業手続き、行政と民間事業者間に

おける協定・契約によるリスク分担の明確化等の面でも、ＰＦＩに準じた形をとっている。

＊　公の施設の管理・運営は、いわゆる第三セクター、公共団体もしくは公共的団体に委託すること

ができるとされ（地方自治法第 244 条の 2 第 3 項）、純民間企業への委託は困難なことから、当該

事業においては、本施設（行政財産）を公の施設として位置付けることはせず、民間事業者である

SPC に対する、管理・運営の委託を可能ならしめている。

　  建設請負　　　　建設代金(＊2)　  出資       配当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　   施設の管理・運営委託　　                       　   　売電

                       委託費(＊2)

　　　　　　　　　　　　                                売電収入

　○企画　　　　　　　　　　　　　○管理・運営(＊1)

　○施設の建設

　○土地・建物の所有

　  ○資金調達

　○モニタリング

＊1　特別共同企業体若しくはそれを構成する各社と運営にかかる協定・契約は結ばず、SPC自らが、

運営ノウハウをもつ日本製綱所出身の職員を中心に雇用して運営する。

西いぶり廃棄物

処理広域連合

特別目的会社

西胆振環境㈱
北海道電力㈱

特別共同企業体

三井物産㈱三井造船㈱㈱日本製鋼所
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＊2　建設・管理運営費にかかる広域連合を構成する 7市町村の負担割合については、5％を 7市町村

で均等割、残りの 95％を 7市町村全体で排出されるごみの総量に対する各市町村のごみ排出量の

割合によって決定。

　なお、当該ＳＰＣは、その運営にかかるコスト分等として同広域連合より委託費収入を

得るが、これは固定費と変動費とに分かれ、ＳＰＣの事業運営にインセンティブが働く格

好となっている。このほか、廃棄物処理によって生じる電気エネルギーを北海道電力に売

電、その一部がＳＰＣの収入となることも組み入れられている。

＜公民役割分担の概要＞

段　　　　階 行　　政 民　　間

企　　画 ○

建　　設 ○ （請負）

所　　有

土　地 ○

建　物 ○

運　　営

運　営 ○

維持管理 （委託料） ○

修　繕 ○

資金調達 ○

リスク分担

全期間

制度・法令変更リスク ○

政治リスク ○

物価変動リスク ○

金利変動リスク ○

住民合意リスク ○

不可抗力リスク ○

デフォルトリスク ○

計画段階

測量・調査リスク ○

設計リスク ○

計画変更・遅延リスク ○

資金調達リスク ○ ○

用地取得リスク ○

建設段階

ﾀｲﾑｵｰﾊﾞｰﾗﾝリスク ○ ○

ｺｽﾄｵｰﾊﾞｰﾗﾝリスク ○ ○

運営段階

供給リスク ○

性能リスク ○

運営コストリスク ○ ○

施設損傷リスク ○ ○
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４.１.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

前記のとおり、当初ＰＦＩの導入を検討してきたが、結果的に公設民営方式を採用する

ことになり、この方式決定までに時間を要するとともに、関係省庁との調整なども大きな

障害となった。

さらに、行政と民間事業者間の協定・契約手続きに時間を要したほか、これに関する弁

護士費用、コンサル費用等の資金負担も問題となった。また、民間事業者とのリスク分担

やペナルティ事項等の調整に時間・労度を費やすこととなった。

このほか、本事業を遂行するため、西胆振 7 市町村により西いぶり廃棄物処理広域連合

を立ち上げたが、市町村合併につながる懸念、既往の一部事務組合との棲み分け、構成市

町村間の意思統一など問題となる面があった。

４.１.６ 今後の課題

　同広域連合の職員は全て構成市町村からの出向であることから、人事異動等で全くノウ

ハウのない職員が職務を担った場合、今後のモニタリング等に問題が生じる恐れがある。

また、ダイオキシン排出規制に対応するためには、高温の炉内温度と連続燃焼が求めら

れ、それを達成するには一定量以上のごみの確保が必要となる。このため、中長期的な人

口減少、容器包装リサイクル法の本格施行（平成 12 年 4 月）後に見込まれる排出される

ごみ量の減少等を踏まえた、ごみ量確保策の検討も重要な課題となろう。
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４.２　富良野市における劇場（「富良野演劇工場」）の整備・運営等

　【公設民営（委託費支払型）、民間委託（業務委託）、ＮＰＯとの連携】

４.２.１ 概要

　富良野市には、テレビドラマ「北の国から」の脚本家である倉本聰氏が在住し、昭和 59

年には私費を投じ同市に「富良野塾」を開塾、脚本家・役者の養成を始めている。これを

機に、様々な演劇の上演はもとより、富良野塾卒塾生による劇団や市民劇団の旗上げ、市

民による富良野塾ファンクラブの結成など、市民の演劇に対する関心が大幅に高まるとと

もに、演劇の創作段階から自ら実際にかかわる市民も増えつつある。

　市では、こうした背景のもと、演劇活動がもつ生涯学習機能を活用し、市民が積極的に

文化づくりに参加する市民参加型のまちづくりを推進するため、利用者が積極的に文化づ

くりに接することのできる実践型演劇研修の拠点、新たな形態の芸術活動を推進する拠点

の確立を目指し、劇場「ふらの演劇工場」を新たに整備することにしたものである。なお、

当初、当該施設は駅周辺の市街地に整備し、空洞化が進む中心市街地の活性化と文化の振

興という 2 つの目的の実現を目指す予定にあったが、最終的には二兎は追わず、目的を文

化の振興に特化、郊外の森林リゾート計画エリア内の自然あふれる空間に整備することと

なった。

　当該施設は、北海道が整備する計画にある「北海道劇場」で上演する演劇を創作するた

めの稽古場兼劇場という位置付けにあり、「工場」という名が示すとおり、単なる観るため

の劇場とは異なり、演劇ソフトを生産するということがコンセプトになっている。すなわ

ち、ここで大道具・小道具から衣装まで製作するほか、音響や照明も自ら賄い演劇全てを

つくりあげるところに特徴がある。こうしたコンセプトの施設は、管理・運営の柔軟性が

求められることもあり、市では管理・運営の民間委託を早い段階から検討してきたが、最

終的に当該施設の設計など企画段階にも関与した NPO 法人「ふらの演劇工房」（全国で初

めて NPO 法人として認証）に委託、「公設民営」による劇場の整備・運営を開始している。

４.２.２ NPO と連携した目的・効果

(1) 管理・運営の柔軟性の確保

　市が直接運営した場合、条例あるいは要綱等により、施設の使途・使用時間・使用方法

等を限定せざるを得なくなるため、ＮＰＯによる運営とすることを通じ、公演前の夜間設

営、リハーサルなど劇場運営に必要不可欠な柔軟性を確保する。

(2) 財政負担の軽減

　ＮＰＯに施設の管理・運営を委託することにより、管理・運営コストを軽減し、財政負

担の抑制を図る。
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(3) 関係者の経験・ノウハウを活用した施設づくりの実現

　施設の設計を含めた企画段階から、劇場運営に関する豊富なノウハウを有する倉本氏や

ＮＰＯ等と連携することにより、これまでの経験やノウハウを活かした、演じる側にとっ

ても観る側にとっても最高の演劇を提供可能な環境づくりを図る。

　実際に、客席部分より広い面積を有する舞台の設置、ゆとりのある楽屋やリハーサル室

の充実が実現したほか、前の人の頭が気にならないように座席の傾斜をきつくするといっ

た創意工夫が随所になされている。

(4) 住民意識の向上

　市が施設を整備し、地域住民によるＮＰＯがその管理・運営を担うことを通じ、行政と

市民の「協働」を実現し、まちづくり等に関する市民参加を促進する。

４.２.３ 事業内容

(1) 所在

富良野市字中御料

（「富良野市リゾート基本計画」における「芸術文化の空間」「森林リゾートエリア」内）

(2) 名称

富良野演劇工場

(3) 民間事業主体等

ＮＰＯ法人　ふらの演劇工房【施設の管理・運営】

なお、施設整備主体は富良野市

(4) 土地

12,444㎡

(5) 建物

鉄骨造 3階建　延 2,279㎡

施設外観
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(6) 主な施設構成

1 階：舞台（袖舞台を含め 幅 32.5ｍ×奥行 15ｍ）、リハーサルルーム、ワークショ

ップ（舞台設営の作業場）、グリーンルーム（役者の控室）、楽屋 4室ほか

2階：客席 304席（移動 21席、車椅子 2席を含む）、親子席 5席、エントランス、音

響室、衣装室ほか

3階：監事席 5席ほか

駐車場：80台

(7) 工事費

897百万円

＜資金調達＞

道補助金 200百万円

地方債   579百万円

一般財源  80百万円

寄付金    38百万円

（倉本氏、市民、市内企業など）

(8) 供用開始年月

平成 12 年 10 月

４.２.４ 事業スキーム

　当該事業は、富良野市が倉本氏やＮＰＯ等市民の意見を聞きつつ企画し、市の事業とし

て劇場施設（富良野演劇工場）を建設している。その上で、当該施設を「公の施設」（地方

自治法第 244 条）（行政財産）と位置付け、その管理・運営についてＮＰＯ法人ふらの演

劇工房（同法第 244条の 2第 3項における公共的団体）に委託しており、市では当該施設

の管理・運営に要する光熱費・清掃費・人件費等の経費分として、委託費 20 百万円の支

払いを行っている。また、施設の所有は富良野市であることから、その改装・修繕等は市

が担うこととなっている。

　以上、当該事業は施設の建設を行政が担い、その管理・運営を行政からの委託費を得つ

つＮＰＯが担う、委託費支払型の公設民営（厳密には公設ＮＰＯ営）と位置付けられる。

　このほか、当該ＮＰＯは、富良野市が従来から所有し運営する富良野市文化会館大ホー

ルにおける音響、照明にかかる業務の委託も受けている。

施設見取り図
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【富良野演劇工場】

　　　　　　　　　  管理・運営の委託

            　　　　委託費(＊)　　　　　　　　　　　　　　　　　　   会費納入

　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　

○企画　　　　　　　　　　　　　　○施設の管理・運営

○建設　　　　　　　　　　　　　　○演劇公演事業、貸館

○土地・建物所有　　　　　　　　　　事業などの事業展開　　　　　　公演への参加、観客

　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の送迎、受付、場内

＊　管理・運営委託費：20百万円／年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整理、清掃など

【富良野市文化会館（既往施設）】

　　　　　　　　　  　業務の委託

            　　　　   委託費

　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　

○所有　　　　　　　　　　　　　　  一部業務

○運営                                （大ホールの音響･照明）

　＜公民役割分担の概要＞

富良野演劇工場 富良野市文化会館
段　　　階

行　　政  N　P　O 行　　政  N　P　O
企　　画 ○ ○

建　　設 ○
（既往施設）

所　　有

土　地 ○ ○

建　物 ○ ○

運　　営

運　営 ○ （一部業務の委託）

維持管理
（委託費） ○

○

修　繕 ○ ○

資金調達 ○ ○

リスク分担 詳細には設定されていない ○ （委託業務に関するリスク）

富良野市
NPO 法人

ふらの演劇工房

会　　員

ボランティア

富良野市
NPO 法人

ふらの演劇工房
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４.２.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

当該事業を実施する上で、当該事業の是非（他の事業との優先度）、設置場所等につい

て議論があったものの、ＮＰＯに対し管理・運営を委託することについて大きな障害とな

るようなことは生じていない。

しかし、委託費については、市が独自に算定して支払っている金額と、ＮＰＯが試算し

た金額との間には大きな隔たりがあり、ＮＰＯサイドとしてはやや不満の残る格好となっ

ている。

４.２.６ 今後の課題

　ＮＰＯでは、館内清掃に加え公演開催時における観客の送迎・受付・場内整理などボラ

ンティアをフルに活用したこと、緊急雇用対策として国からの補助金を得ることができた

こと等から、初年度 10 百万円の黒字を計上している。しかしながら、過度にボランティ

アに依存することは、当該事業やＮＰＯ運営の安定性・継続性に不安を残すものとなる。

　一方、ＮＰＯに対し過大な委託費を支払うことは、市の財政負担が増嵩するほか、ＮＰ

Ｏサイドにモラルハザードを惹起させ、創意工夫に対する努力を促進しない結果となる可

能性もある。したがって、市とＮＰＯの意向に大きな隔たりのある委託費の金額について、

事業の安定性・継続性が確保されるとともに、ＮＰＯの創意工夫によるコストダウンを期

待できる水準に設定していくことが、今後の大きな課題となる。
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（参考）NPO法人　ふらの演劇工房概要

(1)　設立

平成 10年 11月

（平成 11 年 2 月、特定非営利活動促進法に基づく NPO 法人として、国内で初めて認証）

(2)　代表者

　　理事長　篠田　悠一

(3)　所在

　　富良野市若葉町

(4)　役員

　　役員　15名

　　常勤スタッフ　3名（うち職員 2名）

(5)　会員等

　　正　会　員　約 120名（年会費 10千円）

友の会会員　約 300名（個人年会費 3千円、法人一口 10千円）

ボランティア　登録 120名（うち実働 40名）

(6)　目的

　富良野地域の人々また富良野を愛する人々に対して、演劇文化の創造と発信に関する

事業を行い、地域の恵まれた自然環境を舞台として、演劇の持つ「癒す」「育む」とい

う可能性に着目しながら、演劇活動から生まれる感動を共有し、「演劇のまち富良野」

として地域文化の形成に寄与する。

(7)　事業

① 特定非営利活動に係る事業

・ 演劇文化の創造と発信を推進する事業

・ 演劇リハビリテーション事業

・ 演劇体験学習（ワークショップ）に関する事業

・ 学生に対し演劇鑑賞の機会を提供する事業

・ 演劇に関するセミナー・講演会に関する事業

・ 演劇に根ざしたまちづくりの調査研究に関する事業

・ その他上記事業に付随する事業（富良野演劇工場の管理・運営、富良野市文化会

館の一部業務ほか）

② 収益事業

・　観劇事業

・　観劇に関する物品等の販売

・　その他上記事業に付随する事業
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４.３　群馬県六合村における

医療・福祉・保健複合施設（「六合温泉医療センター」）の整備・運営

【公設民営（利用料金型）】

４.３.１ 概要

　新潟県と長野県にまたがる山林地帯に位置する群馬県六合村は、人口 2,000 人、高齢化

率 28.8％（全国平均 17.7％）と少子・高齢化や過疎化が進行している。

こうした中、六合村では、村民に対する医療体制が脆弱なこともあって、福祉や医療に

重点をおいた福祉村リゾートを整備することとし、その一環として、診療所、在宅介護支

援センター、介護老人保健施設、健康増進施設を一体化した、医療・福祉・保健複合施設

「六合温泉医療センター」を整備している。当該事業に当たっては、六合村が施設を建設

した上で、その管理・運営を民間団体に委ね、当該民間団体は利用者から得られる利用料

金により管理・運営コストを賄う方式、すなわち利用料金型の公設民営方式が採用されて

いる。

４.３.２ 民間と連携した目的・効果

(1) 財政負担の軽減

民間団体に管理・運営を委ね、しかも委託費を支払わない利用料金型をとることにより、

六合村が直営する場合に比し管理・運営コストを軽減し、財政負担の抑制を図る。

　実際に、当該団体においては開業時より毎年度黒字を確保、村は補助金等を支出せずに

すんでいる。

(2) リスク負担の軽減

　民間団体に管理・運営を委託することにより、直営の場合に行政が負担しなければなら

ない運営リスクを移転する。

(3) 運営の柔軟性

　医療・福祉・保健を組み合わせた複合施設において、職員の相互融通など柔軟な運営を

図るほか、利用者ニーズにも迅速な対応を可能とする。

(4) 民間ノウハウの活用

　医療・福祉分野で、既に経験のある民間事業者の運営ノウハウを活用し、住民サービス

の向上を図る。
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４.３.３ 事業内容

(1)　所在

　　群馬県吾妻郡六合村大字入山花敷

(2)　名称

　　六合温泉医療センター

(3)　民間事業主体等

　　社団法人地域医療振興協会【管理・運営】

なお、施設整備主体は六合村

(4)　土地

　　約 1ha

(5)　建物

　　①六合村診療所：鉄骨造 2階建　延 1,907㎡

　　②在宅介護支援センター：鉄筋コンクリート造 3階建　延 119㎡

　　③介護老人保健施設「つつじ荘」：鉄骨造 1階建　延 1,289㎡

④健康増進施設「バーデ・六合」：鉄骨造 1階建　延 395㎡

(6)　施設構成

　　①六合村診療所

診療室、処置室、X 線室、内視鏡室、検査室、理学療法室、薬剤室、病室（1 人部

屋 4室、4人部屋 2室、重症室 1室）など

　　②在宅介護支援センター

在宅介護支援センター、相談室、展示室、研修室 4室、会議室など

　　③介護老人保健施設「つつじ荘」

診療室（1人部屋 4室、2人部屋 3室、4人部屋 10室）、特殊浴室、機能訓練室、食

堂、談話室、家族介護訓練室、診察室など

④健康増進施設「バーデ・六合」

一般浴室（温泉引湯）、温水プール、運動フロアーなど

(7)　工事費

　　1,782百万円

（資金調達：一般財源等 680百万円、補助金（国・県）278百万円、地方債（過疎債）

824百万円）

(8)　供用開始年月

平成 5 年 9 月

施設外観
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４.３.４ 事業スキーム

当該事業については、六合村が企画した上で、自ら施設の建設を行い、これを「公の施

設」（地方自治法第 244条）（行政財産）として位置付けている。その上で、当該施設の管

理・運営を社団法人地域医療振興協会（同法第 244条の 2第 3項における公共的団体）に

委託している。その際、六合村から同協会に対し、管理・運営に対する費用を委託費とし

て支払う形はとらず、同協会が行うサービス（診療、在宅介護等）の対価として利用者か

ら得る利用料金（利用料金は同協会の収入として計上）をもって、管理・運営に要する費

用に充当する形をとっており（同法第 244 条の 2 第 4 項）、利用料金型の公設民営方式と

して位置付けられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サービスの提供

　　　　　　　　　　　施設の管理委託(＊)

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　  利用料金

○企画　　　　　　　　　  　　　  ○施設の管理・運営

 ○建設

 ○土地・建物の所有

＊　六合温泉医療センター等の運営に対し、国から六合村へ交付される地方交付税の約 1/4を限度に、

村が「六合村診療所財政基金」として積み立て（積立額の最も大きい年度で約 7.5 百万円／年）、

地域医療振興協会による管理・運営に赤字が生じた場合には、年 30 百万円を上限に、この基金か

ら同協会に補填される仕組みを備えている。なお、本基金は施設開業以来、毎年度積みたてられて

おり、現在まで取り崩された実績はない（現在残高：33百万円）。

＜公民役割分担の概要＞

段　　　　　階 行　　政 民　　間

企　　画 ○

建　　設 ○

所　　有

土　地 ○

建　物 ○

運　　営

運　営 ○

維持管理 ○

修　繕 ○

資金調達 ○

リスク分担 詳細には設定されていない

(社) 地域医療

　　振興協会
六　合　村 利　用　者
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なお、同協会が当該施設を利用料金により管理・運営した結果、赤字が出た場合の対応

策として、村では、当該施設等の運営に際して国から得られる地方交付税を原資に「六合

村診療所財政基金」を設けており、年 30 百万円を上限として補填を行うことができる仕

組みを備えている。

４.３.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

　当初より、六合村では、当該施設の整備・運営にあたり公設民営方式を導入する予定で

あったが、こうした前例がなかったため、過疎対策事業債を起債するに際し、国との調整

に多くの労力と時間がさかれた。

４.３.６ 今後の課題

　医療・福祉・保健施設を複合的・一体的に整備したことにより、ワンストップサービス

が可能となり、利用客の評判も高い状況にあるが、今後、他の医療・福祉・保健分野と更

なる連携を図り、一層の利便性向上を図っていく必要がある。
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（参考）社団法人地域医療振興協会の概要

(1)　設立

昭和 61年 5月（自治医科大学の卒業生が中心となり組織）

(2) 　代表者

会長　高久　史麿（自治医科大学学長）

(3) 　所在

東京都千代田区平河町

(4) 　役員

42名（会長 1名、理事長 1名、常任理事 9名、理事等 29名、監事 2名）

(5) 　認可

旧厚生大臣・旧自治大臣

(6)　会員

正会員　：1,333名（へき地医療に賛同する医師が中心）

賛助会員：個人会員 13名、団体会員 69団体

(7)　目的

医療過疎地における医療の確保と向上及び地域住民の福祉増進

(8)　事業展開

全国 13 施設において直営若しくは管理・運営の受託により、へき地での医療・福祉

事業を展開
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４.４　愛知県足助町における

福祉・観光複合施設（足助町福祉センター「百年草」）の整備・運営

　【公設民営（委託費支払型及び利用料金型）】

４.４.１ 概要

　愛知県豊田市に隣接する足助町は、少子高齢化が進行し、現在、人口は約 1 万人、高齢

化率は 28.2％（全国平均：17.7％）となっている。

　こうした中、足助町では、「町民が百歳までも健康で、生涯現役の人生が送られるように」

というコンセプトを設定、そのもとで、町制施行 100 周年に合わせ、平成 2 年 10 月に福

祉分野の総合拠点として足助町福祉センター「百年草」を整備した。当該施設は、老人福

祉施設やデイサービスセンターのみならず、高齢者が自らの手でものを作り地域社会にも

積極的に参加・行動できるように、ハム・ソーセージ工房、これらを材料に使用するレス

トラン・ホテルも併せて一体的に整備されており、重要な観光拠点の一つにもなっている。

　当該施設は、足助町（行政）が企画・建設した上で、管理・運営を民間団体等に委ねる

公設民営方式を採用しているが、デイサービスセンターは、利用者の支払う利用料金で管

理・運営に関する費用を賄う利用料金型、それ以外の施設は、管理・運営に関する費用を

行政から得られる委託費で賄う委託費支払型が用いられ、施設や事業内容に応じ異なる手

法が組み合わされている。

４.４.２ 民間と連携した目的・効果

(1) 財政負担の軽減

　民間団体に管理・運営を委ねることにより、管理・運営の効率化を図り、財政負担を軽

減する。

　実際に、ホテル・レストラン等の営利部門では、赤字決算となった年度もあったが、職

員給与の減額等の効率化を図り、その翌年には黒字を確保するなど、民間団体に委託した

効果があらわれている。

(2)　リスク負担の軽減

　施設の管理・運営を民間団体に委ねることにより、従来方式だとすべてを行政が負担す

ることになるリスクを軽減する。

(3)　運営の柔軟性

　利用者ニーズを踏まえたサービス内容の変更など、迅速かつ柔軟な運営を確保し、利用

者に対するサービス向上を図る。

４.４.３ 事業内容

(1)　所在

　　愛知県東加茂郡足助町大字中之御所字東貝戸
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(2)　名称

　　足助町福祉センター「百年草」

(3)　民間事業主体等

○足助町百年草協会（任意団体）(＊)

　　　　【営利部門の管理・運営】

＊　設立：平成 4年 12月

　　理事長：矢澤　長介（足助町長）

　　職員数：24名（うち 2名は町から派遣）

○足助町社会福祉協議会【デイサービスセンター等の管理・運営】

○施設整備主体及び老人福祉センターの管理・運営主体は足助町

(4)　土地

　　8,294㎡（町有地：4,247㎡、借地：4,047㎡）

(5)　建物

　①　本　館：鉄筋コンクリート造 3階建一部木造平屋建　延 1,907㎡

　②　宿泊棟：鉄筋コンクリート造一部木造 2階建　延　325㎡

(6)　施設内容と運営主体

　　　　　　　  
　　　　　　　　運営主体

  事業活動
足助町保

健福祉課

百年草協

会

社会福祉

協議会

営利・

非営利

の 別

(＊1)

主　　な　　内　　容

①本館

老人福祉センター ○ ×
高齢者の健康相談・栄養指導・各種

検診・地域交流など

デイサービスセンター ○ ×
在宅の虚弱老人、寝たきり老人等

の給食・入浴等のサービス

在宅介護支援センター ○ ×
在宅介護老人の世話を行う家族

への介護指導など

高齢者生きがい活動促

進施設（ZiZi工房）
○ ○

高齢者によるハムやソーセージ

などの製造・販売

レストラン楓 ○ ○

ZiZi工房、バーバラハウス（＊2）で製
造したハム・パン等を使用したレストラ

ン運営

喫茶　櫟 ○ ○

②宿泊棟（ホテル百年草） ○ ○ 収容人員 10室 51名/日

＊1　「営利・非営利の別」においては、営利部門を○、非営利部門を×として表示。

＊2　足助町福祉センター「百年草」の隣接地に設置されている足助町農林家高齢者・婦人

センター（バーバラはうすは通称）。ここでは、高齢者等によるパンなどの製造・販売

が行われている（町による建設、管理・運営。実際には百年草協会が一体的に管理・運

営を実施。）。

施設外観（左側が本館、右側が宿泊棟）
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(7) 　工事費

　1,123百万円

（本館 535百万円、宿泊棟 243百万円ほか）

（資金調達：一般財源 600 百万円、補助金（国・県）184 百万円、基金取崩し 170 百

万円、地方債（過疎債）169百万円）

(8) 　供用開始年月

平成 2 年 10 月

４.４.４ 事業スキーム

　当該施設については、足助町が企画し、①老人福祉センター、デイサービスセンター、

在宅介護支援センター、高齢者によるハム・ソーセージ工房、レストラン、喫茶店を擁す

る本館、②宿泊棟　を一体的に建設、全体を「公の施設」（地方自治法第 244条）（行政財

産）と位置付けている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　在宅介護支援サービスの提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 デイサービスの提供

　　 サービス（宿泊等）　 　　　　　 宿泊料等（＊）

　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　　　　  老人福祉サービス    　 デイサービスにかかるサービス料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　 在宅介護支援センター・デイサービス

　　　　　　　　 営利施設の管理・運営の委託　　　　　　　　　　　　  センターの管理・運営の委託

　　　　　　　　　　 委託費(＊)　  　　　　　　　　 委託費（在宅介護支援センター分）

　○営利部門の　　　　　　　　○企画　　　　　　　　　　　　　　　○在宅介護支援

　　管理・運営　　　　　　　　○建設　　　　　　　　　　　　　　　　センターの管理

　　　　　　　　　　　　　　　○土地・建物の所有　　　　　　　　　　･運営

　　　　　　　　　　　　　　　　（土地は一部借地）　　　　　　　　○デイサービス

○老人福祉センターの管理　　　　　　　センターの管理

　　　　　　　　　　　　　　　・運営　　　　　　　　　　　　　　　･運営

＊　宿泊棟（ホテル百年草）で得られるホテル室料、入浴料、会議室使用料の収入は、便宜的に足助

町百年草協会が顧客より受け取り、全額町にスルーされる（同協会では売上計上せず、全額町の歳

入として計上）。その上で、営利施設の管理・運営の委託費として同協会へその一定割合が支払わ

れている。

足助町百年

草協会

足助町社会

福祉協議会
足助町

観光客等 住　民
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　その上で、非営利部門の一つである老人福祉センターは、足助町（行政）が直接管理・

運営を行っている。また、在宅介護支援センターとデイサービスセンターは、足助町社会

福祉協議会（同法第 244条の 2第 3項における公共的団体）に管理・運営が委託されてい

るが、前者については町が同協会に委託費（約 15 百万円/年）を支払う一方、後者につい

てはデイサービスの提供によって同協会の得る利用料金によって管理・運営にかかる費用

を賄う形をとっている。加えて、ホテル・レストラン・工房などの営利部門の管理・運営

は、任意団体である足助町百年草協会（同じく公共的団体として位置付け）に委託してお

り、町の歳入として計上されるホテル室料、入浴料、会議室室料の一定割合を管理・運営

にかかる委託費として支払っている（概ね年 40百万円程度）。なお、ハム・ソーセージ工

房で製造した製品の売上については、足助町百年草協会の独自事業として、同協会の歳入

となる契約になっている。

このように、当該事業は、デイサービスセンターについては、行政が施設を建設した上

で、その管理・運営を民間団体に委ね、管理・運営に要する費用は利用者から徴収する利

用料金により賄う利用料金型の公設民営方式、それ以外については、行政が建設した上で、

民間団体に町が委託費を支払って管理・運営を担わせる委託料支払型の公設民営方式が採

用され、2つの公設民営手法が併用される形となっている。

＜公民役割分担の概要＞

段　　　階 百年草協会 行　　政 社会福祉協議会

企　　画 ○

建　　設 ○

所　　有

土　地 ○

（一部借地）

建　物 ○

運　　営

運　営 ○
（老人福祉センター・供用部分）

維持管理

（委託費）

○

【営利施設】

○
（老人福祉センター・供用部分）

（委託費（在宅介護支援セ

　ンターのみ））

○

【デイサービスセンター・

　 在宅介護支援センター】
修　繕 ○

資金調達 ○

リスク分担 詳細には設定されていない

４.４.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

　事業化にあたっては、同協会が行う営利部門の事業採算性の確保が大きな課題となり、

町議会においても厳しい質問が出るなど、ハードルの一つとなった。
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４.４.６ 今後の課題

　百年草協会の平成 12 年度決算においては 2 年ぶりに黒字を確保、繰越欠損解消の目処

もたちつつあるが、営利部門における利用者の確保が今後の重要な課題となっている。す

なわち、同協会では、ホテル室料、入浴料、会議室室料の一定割合を委託費として得る仕

組みになっていることから、利用者の減少が即、同協会の収入減へとつながるためである。

従って、委託費について、一部固定とする仕組みの導入について検討するとともに、昔の

農村をイメージして整備されたテーマパーク「三州足助屋敷」（高齢者による藁細工の実演

販売等も実施）などとの連携による集客方策についても検討する必要があろう。
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４.５　千歳市における大学（「千歳科学技術大学」）の整備・運営

【公設民営（施設譲渡型）】

４.５.１ 概要

　千歳市は北海道の空の玄関「新千歳空港」を擁するなど、交通の要衝となっていること

もあり、電気・電子を始めとする IT 系企業を中心に企業立地が進んできたが、近年の厳

しい経済環境のもと企業誘致にもブレーキがかかっており、千歳市の将来の財源確保や市

民の継続的な雇用の場の確保が大きな課題となっている。こうした状況を踏まえ、千歳市

ではこれから著しい成長が期待される光技術に着目、その研究開発拠点を形成し新産業の

創出・育成を図ることを目的とした「ホトニクスバレー構想」を打ち出し、その中核施設

として光技術に関連する学部を持つ大学を設立することとした。

　もともと千歳市では、産業存立の基盤となる先端的な技術開発を支援する理工系大学の

誘致に向け、長年取り組んできた経緯があるが、最終的に､市が大学施設を建設した上で、

新たに設立した学校法人にこれを寄付し大学運営を担わせる公設民営方式により、大学の

整備・運営を行うことにしたものである（平成 10 年 4 月開学）。

４.５.２ 民間（学校法人）と連携した目的・効果

(1)　財政負担の軽減

　学校法人が運営を担うことにより、開学後に見込まれる多額の財政負担の軽減を図る。

　現に、当該学校法人に派遣している市職員の人件費負担は生じているものの、市が直接

運営を行う場合に比し、市の財政支出は相当軽減されている。

(2)　リスク負担の軽減

　学校法人が運営を行うことで、公立大学のような従来方式だとすべて市が負担すること

になる運営リスクを回避する。

(3)　運営の柔軟性

　市直営の場合に生じる民間企業との共同研究、教員によるベンチャー企業の起業化など

の面での制約を回避し、研究活動等の柔軟性を確保する。

(4)　民間の経験・ノウハウの活用

　学生の募集・就職等について、私立大学や民間企業から招聘した職員・教授等の経験・

ノウハウを活用する。
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４.５.３ 事業内容

(1) 所在

千歳市美々758番地

(2) 名称

千歳科学技術大学

(3) 民間事業主体等

学校法人千歳科学技術大学【施設の所有・運営】

なお、施設整備主体は財団法人千歳科学技術大学設立準備財団（実質的には千歳市）

(4) 土地

27.4ha

(5) 建物

本　部　棟：鉄筋コンクリート一部鉄骨造 3階建　延 8,357㎡

研究実験棟：鉄筋コンクリート造 3階建　　　　　延 8,750㎡

(6) 施設構成

本　部　棟：講義室、教員研究室、情報センター、コンピューター室、アリーナ、食

堂、売店など

　　研究実験棟：研究室（学生・教員）、実験室、工作室、クリーンルームなど

(7) 工事費等

9,801百万円

　土地造成・関連インフラ整備：1,332百万円

　建物・備品等　　　　　　　：8,069百万円

　　　　　　　　　　　　　　（大学開設後初年度の経常経費等を含む）

　準備財団出捐金・運営経費　：400百万円

(8) 開学年月

　　平成 10 年 4 月

４.５.４ 事業スキーム

当該事業については千歳市が企画し、まず 1,332百万円を投じ、大学の敷地として市有

地の造成等を行っている。

本部棟（左）と研究実験棟（右）外観
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これと並行し、千歳市は、大学開設の受け皿として市全額出捐（200 百万円）により、

財団法人千歳科学技術大学設立準備財団を設立（＊）、同準備財団が市から造成後の土地等

の無償譲渡を受けた上で、大学施設の建設を行っている。その際、同準備財団は、建設費・

準備財団の運営経費、大学開設後初年度経費分等として市から 7,044百万円の補助金、民

間企業から 1,224百万円の寄付金等を受けている。

学校法人の設立許可後、同準備財団は、土地・建物及び現金（初年度経常経費分ほか）

を学校法人千歳科学技術大学に寄付しており、当該学校法人が施設を所有し、大学の管理・

運営を行う形になっている（財産の移転後、同準備財団は解散。）。なお、学校法人サイド

では、2年目以降、学生からの入学金・授業料等の納付金など（14年度以降は日本私立学

校振興・共済事業団の補助金あり）で、自立的な運営をしていくことになる。

このように、当該事業は、実質的に市が施設の建設を行い、それを学校法人に寄付し運

営を担わせる、施設譲渡型の公設民営として位置付けられる。こうした形をとることで、

運営に関するリスクは、施設の維持・修繕等も含めすべて学校法人が負担することになる。

＊ 　新たに学校法人を設立する場合、設立認可申請主体として、設立準備財団もしくは設立準備委

員会（任意団体）を設置することが多い。後者の場合、税制上の優遇措置が受けられないことか

ら、本事業では設立準備財団方式を採用している。

                     

                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

一般寄付金　　　　　  寄付金　　　　　　　　　　　　　　    募集・講義等     授業料等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     

　　　　  　       出捐   　　　　　　　　　　　　　　    寄付金

　　　　　　     補助金    　　　　　　　　　　　　  土地・建物寄付

　　　　　　  土地無償譲渡 　　　　　　　　　　　　　　

○企画　　　　　　　　　　　　  ○建物の建設　　　　　　　　　　○土地・建物の所有

○土地造成・関連　　　  　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ○管理・運営

インフラ整備

＜千歳市の負担＞

負担額 8,577 百万円（一般財源、特定財源）

このほか、大学敷地を無償譲渡

＜民間企業等からの寄付＞

1,224 百万円

民間企業など

千歳市
千歳科学技術大学

設立準備財団

学　生

学校法人千歳

科学技術大学
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　＜公民役割分担の概要＞

段　　　階 市 準備財団 民間学校法人

企　　画 ○

建　　設 ○

所　　有

土　地
（無償 譲渡）　　　（寄

○

付）

建　物
（寄

○

付）

運　　営

運　営 ○

維持管理 ○

修　繕 ○

資金調達 ○ ○

リスク分担 詳細には設定されていない

４.５.５ 今次事業遂行に当ってのハードル

　大学整備に関する市の財政負担額が非常に大きいことに加え、民間企業等からの寄付金

が目標額に到達せず、市の負担額が増加したことから、市の資金負担等について議会等で

大きな議論となった。

　

４.５.６ 今後の課題

　現在、市では学校法人に対し 12 名の職員をいわゆる手弁当で派遣しているが、将来的

には派遣職員数を減少させていくことになっており、当該減少分の人件費コストについて、

いかに対応するか大きな課題となってくる。

　また、当該学校法人は、現在学生数が定員を満たせば収益を計上しうる収支構造になっ

ているが、少子化が進む中での学生数の確保が将来的な課題となる。
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（参考１）財団法人千歳科学技術大学設立準備財団の概要

(1)　設立

平成 8年 3月

(2)　理事長

　　東川　孝（千歳市長）

(3)　役員

　　10名（理事 8名、監事 2名）

(4)　基本財産

　　200百万円

(5)　目的

　学校法人千歳科学技術大学を設立し、その設置する千歳科学技術大学の敷地、校舎、

その他の付属施設を整備するために必要な資産を確保し、これに要する資金を調達する。

(6)　事業

○　寄付金の募集に関すること

○　千歳科学技術大学建設のための用地の取得

○　千歳科学技術大学の設置に必要な施設設備の整備

○　その他目的を達成するために必要な事業

(7)　解散

平成 11 年 3 月
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（参考２）学校法人千歳科学技術大学の概要

(1)　設立

　平成 9 年 12 月

(2)　理事長

辻岡　昭（元学校法人杏林学園副理事長、元学校法人慶應義塾常任理事）

(3)　所在

　千歳市美々758 番地

(4)　役員

12 名（理事 10 名、監事 2 名）

(5)　目的

　千歳科学技術大学の運営

(6)　設置学部等

　①　大学

　○光科学部物質光科学科（定員 120名／学年）

光に関する物質特性及びプロトタイプの設計・試作の教育・研究

　○光科学部光応用システム学科（定員 120名／学年）

光ネットワーク及び関連するハードウェア分野の教育・研究

　②　大学院（平成 14年 4月開設）

　○光科学研究科光科学専攻（定員 12名／学年）

物質科学とシステム学との境界・結合分野における教育・研究を通じた光科学技術

に関する高度専門職業人の育成

(7)　教職員

　①　教員 37 名

光科学部物質光科学科　　　 17名

光科学部光応用システム学科 16名

　語学系教員　　　　　　　　　4 名

　②　事務職員 25 名

　　プロパー職員 　12 名

　千歳市派遣職員 12 名

　企業派遣職員　  1 名
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４.６　室蘭市における市民会館（「室蘭市市民会館」）の整備・運営

【民設公営（施設譲渡型）、公民一体整備】

４.６.１ 概要

　かつて鉄鋼業を基幹として栄えた室蘭市輪西地区は、産業構造転換の影響による鉄鋼関

連企業の合理化・事業所縮小などに伴い、居住者の減少、商業機能の流出、コミュニティ

ー・スペースの閉鎖など、空洞化・疲弊化が進んでいる状況にあった。

　一方、同地区に所在する市民会館は、1963 年開館と老朽化が著しく、その建替えが急務

になっており、市長公約にも揚げられていた。

　こうした中、当該地域の活性化を図

るべく、優良建築物等整備事業による

再開発が企図され、地域内の商業者を

集約・再編した商業施設と市民会館と

の複合施設が整備されることとなった。

当該事業は、市民会館と民間商業施設

を一体的に整備する公民一体整備がな

されるとともに、市民会館部分につい

ては、民間事業者の建設した施設を市

が取得し運営する民設公営方式（施設

譲渡型）が採用されている。

４.６.２ 民間と連携した目的・効果

(1)　財政負担の軽減

　民間事業者に建設を委ねることにより、公共単価に比し建設コストを軽減するとともに、

民間商業施設と一体的に整備することにより、市民会館を単独で建設する場合に比べ建設

コストの軽減を図る。

　加えて、優良建築物等整備事業として位置付けることにより、市が単独で整備した場合

に得ることのできない、公共通路部分等に対する国・道の補助金を確保し、これらを通じ、

財政負担の軽減を図る。

(2)　リスク負担の軽減

　建設に関するリスクを民間事業者に移転することになり、従来すべてを負担してきた市

のリスクの軽減を図る。

(3)　住民サービスの向上等

市民会館を商業施設と複合的に整備することにより、住民の利便性向上を図るとともに、

施設の集約化により輪西市街地の活性化に寄与する。

既存の室蘭市市民会館
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４.６.３ 事業内容

(1)　所在

　　室蘭市輪西町 2丁目（既存の市民会館から南東へ約 100m）

(2)　名称

　　室蘭市市民会館（輪西地区優良建築物等整備事業）

(3)　民間事業主体等

　　(限)輪西開発【建設主体】

　平成 11年 8月設立

　資本金：3百万円

　出資者：地元商業者 6名

　　なお、施設運営主体は室蘭市

(4)　土地

　　13,746㎡（上記再開発事業全体）

(5)　建物

　　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造　地上 3階建　延 4,295㎡

（商業施設を含めた全体面積　延 7,270㎡）

(6)　施設構成

　　ホール 512席、リハーサル室、楽屋、展示ホール、図書館分室、会議室（中、小）

(7)　工事費

　　1,488百万円（商業施設を含めた全体工事費 1,898百万円）

　資金調達：優良建築物等整備事業補助金 222百万円

　　　　　　室蘭市 1,266百万円（地域総合整備事業債及び一般財源）

(8)　供用開始予定年月

平成 14 年 6 月（商業施設は平成 13 年 10 月にオープン済）

(参考)　輪西地区優良建築物等整備事業の概要

　（従前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（従後）

A,B：土地所有者・建物所有者　　　　　　　　　 A,B：土地所有者

　C,D,E：借地権者・建物所有者　　　　　　　  　  X,Y：借地権者・保留床取得者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (なお、Xは室蘭市、Yは協同組合)

X・Y

A B

完成予想図（左側が市民会館）

A CB D E X　　　Y

　　　　　　 C　　D　　 E
 A　　 B
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４.６.４ 事業スキーム

　当該事業は、優良建築物等整備事業（＊1）として行われるものであり、輪西地区の商

業者 6 名の出資により設立された(限)輪西開発が施行者となり、新日鉄㈱など地権者の合

意形成を図った上で、当該敷地上に対象施設を建設している。当該施設は、権利関係を整

理した結果、権利床を持たず全て保留床となっており、この保留床を室蘭市と輪西中核施

設協同組合（＊2）がそれぞれ取得、市民会館（室蘭市）ならびにショッピングセンター

（同協同組合）として運営されることになっている。

　なお、輪西中核施設協同組合が優良建築物等整備事業を施行し、市民会館部分として保

留床を市に売却することは制度上可能であるが、本事業においては、勘定の明確化を図る

ため、他地域における先行事例を踏まえ、別法人である(限)輪西開発に優良建築物等整備

事業の施行をさせる形としている。

＊1　比較的小規模な区域において、複数の地権者が敷地の共同利用により、建築物の共同化などに

基づく協調建替えを行うとともに、一定規模の空地を確保し、良好な街並み形成を図る再開発事

業。民間事業者が事業主体になった場合、補助対象事業費の 2/3（国：1/3、道：1/6、市：1/6）

が補助される。

＊2　輪西中核施設協同組合の概要は以下のとおり。

設　立：平成 12 年 12 月

出資金：1.6 百万円

組合員：13 名

その他：代表者は事業主体である(限)輪西開発と同一人

　　　　　　　 保留床の売却  

　　　（市民会館部分）　　　　　　　　　　　　　　　　        土地低廉貸与

　　                                                                                                  　　　　　　　

　　　　　　　　　　　 保留床取得資金　 　○市民会館部分所有   

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○市民会館の運営

                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　保留床取得資金

○地権者の合意形成　保留床の売却　　　　　　　　　　　           土地低廉貸与

○施設建設　　　　　（商業施設部分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　○商業施設部分所有

　　　　　　　　　　　　　　　   ○商業施設の管理・運営

(限)　輪西開発

輪西中核施設

協同組合

地権者

（新日鉄㈱など2名）

室　蘭　市
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　以上、当該事業においては、再開発事業としてよく活用される手法ではあるが、公共施

設を民間の商業施設とあわせて建設させる公民一体整備方式が採用されている。また、市

民会館部分については、民間事業者に建設させ、それを市が取得し公の施設として管理・

運営を行う民設公営方式（施設譲渡型）と位置付けられる。

＜公民役割分担の概要（市民会館）＞

段　　　階 行　　政 民　　間

企　　画 ○

建　　設 ○

所　　有

土　地 (新日鉄などより低廉賃借)
建　物 ○

運　　営

運　営 ○

施設管理（清掃・警備） 検討中

修　繕 ○

資金調達 ○

リスク分担 詳細には設定されていない

４.６.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

　当該施設は、計画段階から公共施設も含む複合施設として民間主導で検討されてきたが、

公共施設部分に関しては、市民意見の集約などで民間事業者と行政間の調整が必要となっ

た。

　また、事業主体が再開発事業の経験がなかったこともあり、事業進行の管理・手続き等

で苦労を要した。

４.６.６ 今後の課題

　市民会館については、公の施設として市（行政）が管理・運営することになるが、清掃・

警備などの業務とともに受付事務等について、輪西中核施設協同組合を含む民間事業者に

委託することを検討している。
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４.７　群馬県太田市における

図書館等（「東毛学習文化センター」、「太田市立中島記念図書館」）の管理・運営

【ＮＰＯへの業務委託】

４.７.１ 概要

　群馬県南東部に位置し人口 15 万人を擁する太田市では、民間委託等を通じた積極的な

行財政改革を推進するとともに、NPO など市民参加によるまちづくりや地域経営に前向き

に取り組んできている。

　こうした取組みの一環として、同市では、県から施設の管理・運営の委託を受けている

「東毛学習文化センター」（図書コーナー、視聴覚ホールなどから構成）並びに市が所有・

運営する「太田市立中島記念図書館」において、その図書館業務等を NPO「太田市図書館

サポーターズ」に委託、行政と NPO が連携した図書館運営を開始している（NPO への業

務委託開始：平成 13 年 4 月）。

４.７.２ NPO と連携した目的・効果

(1) 財政負担の軽減

　図書館業務等について NPO に委託し、市と NPO とのパートナーシップによる運営を図

ることを通じ、市が単独で運営する場合に比し、財政負担の軽減を図る。

　現に、NPO への委託後、市職員数は 30 名から 18 名に削減されており、新たに発生する

NPO への委託料を考慮しても、市の財政支出は 50 百万円ほど軽減されている。

(2) 住民サービスの向上

　NPO に委託することにより、図書館業務等を担う人員の増加、NPO サポーター（すべ

て司書・学芸員などの資格を持った専門職員で構成）のノウハウの活用等を図り、住民サ

ービスの向上に資する。

(3) 住民意識の向上

　NPOに図書館業務等を委託することを通じ、行政と市民の協働を実現し、地域経営にお

ける市民参加を促進する。

４.７.３ 事業内容

(1)　施設名・所在

　　東毛学習文化センター　：群馬県太田市飯塚町 1549番地

　　太田市立中島記念図書館：群馬県太田市飯田町 820番地   

(2)　民間事業主体等

　　NPO 太田市図書館サポーターズ（任意団体）【図書館業務等】

なお、NPOへの委託者は太田市
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(3)　施設内容等

①東毛学習文化センター

　○建物

鉄筋コンクリート一部鉄骨造 3階建　延 6,819㎡

○施設構成

図書コーナー、視聴覚ホール、郷土資料室、

国際情報室、研修室、ギャラリー、軽食堂

など

○資料数

図書資料：約 30万冊

視聴覚資料（CD、LD等）：約 16千点

○供用開始年月

平成 3年 6月

②太田市立中島記念図書館

　○建物

鉄筋コンクリート造 3階建　延 1,175㎡

○施設構成

図書コーナー、消費生活センター、中島記

念室（資料室）、集会ホール、学習室、展覧

室（天体観測可能なスペース）など

○図書数

約 115千冊

○供用開始年月

昭和 44年 9月

４.７.４ 事業スキーム

　群馬県は、自ら設置し所有している「東毛学習文化センター」（地方自治法第 244 条に

基づく公の施設（行政財産））について、その管理・運営を太田市（同法第 244条の 2第 3

項における公共団体）に無償で委託してきた。また、太田市では、旧来から市立図書館（「中

島記念図書館」）を所有・運営してきた経緯にある。

　同市では、平成 13 年 4 月より、この両施設における図書館業務、集会部門業務等につ

いて、NPO である太田市図書館サポーターズに業務委託（有償）を開始している。これら

の施設においては、市職員と NPO サポーター双方が常駐するなど、実質的には共同運営

がなされるものとなっている。

東毛学習文化センター外観

太田市立中島記念図書館外観
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　　　　　　　 　  管理・運営の  

　　　　　　　 委託（無償）     業務委託

<東毛学習文化センター>

　[建設・所有]

＜公民役割分担の概要＞

東毛学習文化センター 太田市立中島記念図書館
段　　　階

群　馬　県 太　田　市 Ｎ　Ｐ　Ｏ 太　田　市 Ｎ　Ｐ　Ｏ

建設・所有（＊1） ○ ○

運　　営

管理・運営
（委託）

○ (一部業務を受託) ○ (一部業務を受託)
修　　　繕 ○ ○

資金調達（＊2） ○ ○ ○

＊1　施設は既に建設・運営されているもの

＊2　東毛学習文化センターについては、県 51％、市 49％を負担

４.７.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

　市が NPOに支払う委託費について、NPOと交渉の上、サポーターへの報酬金額を時給

500円／人に設定したが、群馬県における最低賃金の時給 639円／人を下回ってしまい、

太田労働基準監督所との度重なる協議を要した（最終的には、雇用契約とはせず、少額報

酬に賛同するサポーターによるサポートという形にして解決。）。

４.７.６ 今後の課題

　この NPOへの委託は開始して間もないこともあり、今後、市民サービスの向上や NPO

の運営といった面で、検討課題が浮上してくる可能性がある。

　上記の市が NPO に支払う委託費については、NPO から了承は得ているものの、NPO

サポーターへのインセンティブという観点から、中長期的な課題として再検討する必要も

出てこよう。

群　馬　県
NPO

太田市図書館

サポーターズ

<東毛学習文化センター>

＜中島記念図書館＞

図書館部門、集会部門、図

書資料宅配等に関する業

務（市と共同で業務を遂

行）

太　田　市

<東毛学習文化センター>

[管理・運営]

<中島記念図書館>

○建設・所有

○管理・運営

 業務委託
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（参考）NPO太田市図書館サポーターズ（任意団体）の概要

(1)　設立

平成 13年 4月

(2)　代表者

　　関口　崇（事務局長）

(3)　所在

　　太田市飯塚町（東毛学習文化センター内）

(4)　役職員数

　　事務局長：1名、事務局員：1名、幹事：若干名、監事 2名

(5)　会員

　　49 名（事務局長：1名、事務局員：1名、サポーター会員：47名）

(6)　目的

市職員と対等なパートナーシップに基づいた協働関係により、市民に対し良質な図書

館サービスを提供し、誰もが気軽に利用できる親しみやすい図書館を目指すもの。

(7)　業務内容

○東毛学習文化センター及び太田市立中島記念図書館（以下「センター等」）図書館部門

全般に関する業務

○センター等の集会部門全般に関する業務

○センター等の自主事業等全般に関する業務

○センター等の図書資料宅配に関する業務

○センター等の管理全般に関する業務ほか
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４.８　十勝環境複合事務組合における

リサイクル施設（「（仮称）十勝環境リサイクルプラザ」）の整備・運営

【ＢＯＯ】

４.８.１ 概要

近年、環境に対する意識が高まりをみせる中、国によるリサイクル関連の法整備も進ん

できており、平成 12 年度に容器包装リサイクル法が、平成 13 年度には家電リサイクル法

が本格施行されるなど、リサイクルの促進に向けた動きが現実的にあらわれている。

かかる状況のもと、帯広市など十勝圏の 1 市 10 町村で構成される一部事務組合「十勝

環境複合事務組合」では、ごみの減量化と資源化を図ることを目的に、容器包装リサイク

ル法に対応した容器包装廃棄物の中間処理施設（「（仮称）十勝環境リサイクルプラザ」）の

整備について検討を進めた結果、同組合と地場の廃棄物処理業者等が出資した第三セクタ

ーを設立の上、当該事業者に施設の建設・所有・事業の運営を一体的に委ねる、ＢＯＯ方

式を採用することにしている（平成 15 年 4 月供用開始予定）。

４.８.２ 民間と連携した目的・効果

　同組合では、行政による直営、純民間事業化など多くの事業手法について検討したが、

当該事業の性格に鑑み、公共性を担保しておく必要があること、周辺住民の住民感情に配

慮する必要があること等から純民間事業とすることはやめ、行政サイドも事業会社に出資

し一定の関与をし得る仕組みとしている。

一方、行政が直接建設・運営を行わず、民間事業者と連携することとした目的は以下の

とおりである。

(1)　財政負担の軽減

　民間事業者に施設の建設ならびに運営を一体的に担わせることにより、建設・運営にか

かる生涯コスト（Life Cycle Cost）の軽減を図り、財政負担を軽減する。

(2)　リスク負担の軽減

　建設・運営等にかかるリスクについて民間事業者に移転することにより、従来方式だと

すべてを負担することになる行政のリスクを軽減する。

(3)　民間ノウハウの活用

　既にリサイクル事業を手がける民間事業者を参入させることにより、その技術・ノウハ

ウを活用し、施設整備ならびに事業運営の円滑化・効率化を図る（これが上記コスト軽減

にも寄与）。

(4)　施設整備・事業運営に関する柔軟性の確保

　行政が国などから補助金を得て施設を整備する場合と異なり、施設構成・仕様、事業運

営についての制約が少ないことを活かし、今後の環境変化を踏まえた事業運営の柔軟性を

確保する。
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４.８.３ 事業内容

(1)　所在

　　帯広市西 23条北 4丁目（一般廃棄物中間処理施設の隣接地）

(2)　名称

　　（仮称）十勝環境リサイクルプラザ

(3)　民間事業主体等

㈱ウィンクリン（十勝環境複合事務組合（帯広市など十勝圏 1市 10町村で構成する

一部事務組合）、地元廃棄物処理事業者等が出資する第三セクター）

(4)　土地

　　約 3.1ha

(5)　建物

　　リサイクル棟・管理棟から構成予定

(6)　処理能力

　　87.9t／日

(7)　工事費

　　1,256百万円

　　（全額、金融機関からの借入金（コーポレート・ファイナンス）で調達予定）

(8)　事業期間

　　15年（十勝環境複合事務組合と㈱ウィンクリン間の委託期間）

(9)　供用開始予定年月

　　平成 15年 4月

４.８.４ 事業スキーム

　当該事業は、一部事務組合（地方公共団体）である十勝環境複合事務組合が企画した上

で、①同組合、②同組合のごみ処理事業に参加していない鹿追町、豊頃町、③公募した民

間企業（＊1）により、事業会社として第三セクター㈱ウィンクリンを設立、施設の設計

（実施設計以降）・建設・運営まで一体的に当社に担わせるというスキームをとっている。

すなわち、当社が施設を建設した上で、同組合を構成する市町村及び鹿追町、豊頃町の収

集した資源ごみを再生可能な状態に処理（破砕・圧縮・梱包など）するリサイクル事業を

運営、その建設・運営コストとして、行政（同組合及び 2町）から委託料を得るものであ

る。

また、同組合と㈱ウィンクリン間においては、施設の建設・運営協定が締結され、リス

ク分担も含めた各主体の役割分担が明確化される予定となっている。

当該事業は、事業期間終了後も所有権を行政に移転しない計画にあり、行政が企画した

上で、施設の建設・所有・運営を一体的に民間に委ねるＢＯＯ（Build-Own-Operate）と
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して位置付けられる。また、役割分担の明確化、協定の締結等も含め、PFIの精神（＊2）

を踏まえた事業手法を取り入れているところに大きな特徴がある。

＊1　㈱ウィンクリンに対する民間出資者・事業者を公募した条件は以下のとおり。

① 地域内資源循環型の中間処理を行い、住民の福祉向上のために理解を得られる処理体

系確立に寄与できる事業者

② 組合が示す基本構想を網羅した計画を実現可能な事業者

③ 地元企業の育成を促進するため、管内に本拠のある事業者

④ 廃棄物の中間処理を業とし、実績のある事業者

⑤ 将来の一般廃棄物・産業廃棄物の動向に対応するため、両方の処理業の許認可を受け、

実績のある事業者

＊2　本件は、以下の理由から、実施方針の策定・公表～特定事業の選定～事業者選定とい

う手続きを踏まないなど、PFI 事業そのものとはしていない。

　○　上記事務手続きに相当の時間と労度を要すること

　○　コンサルタント費用など多額のコスト負担が必要となること

○　PFI 事業で実施した場合のインセンティブ（税、制度融資など）が然程大きくないこ

と

　○　地場企業の活用を行いにくいこと

                                                           

　　　　　　　　　　　建設・運営協定   　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　再資源物等

　　　　　　　　　　　　　　 　資源ごみ

　　　　　　　　　　　　　　　委託費　　　　　　　　　　　　　　　売却代金

　○企画　　　　　　　　　　 　　　   　　　　　　　　　　　  　　 元利償還

　○モニタリング　　　　　　　出資   　　　　　　　　　　　　  　　　

　　　　　　　　　　　　　　　   配当　　　　　　　　　　　　　　　   融資

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　     ○施設建設  

　　　　　　　　　　　　　　　出資　         　     　  ○土地・建物の所有　  　　建設請負契約

　　　　　　　　　　　　　　　配当       ○管理・運営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊　十勝環境複合事務組合（一般廃棄物関連）を構成する 1 市 5 町村から㈱ウィンクリンに

対する出資金ならびに委託料見合い額を徴収

建設会社民間会社等

㈱ウィンクリン

再生事業者等

一部事務組合

　十勝環境複合

　事務組合(＊)

鹿追町・豊頃町

金融機関
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　＜公民役割分担の概要＞

段　　　　　階 行　　政 民　　間

企　　画 ○

建　　設 ○

所　　有

土　地 ○

建　物 ○

運　　営

運　営 ○

維持管理 ○

修　繕 ○

資金調達 ○

リスク分担

設計・建設リスク ○

資金調達リスク ○

運営リスク ○ ○

＊　建設・運営については、リスク分担も含め、協定により役割分担を明確化する予定（現

在、内容の詳細を検討中。）。

４.８.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

　当該事業を実施するに当たっては、行政による直営、民間事業、公設民営、PFI など、

どのような事業手法をとるべきか、多くの議論を要している。また、上記スキームで方向

付けを行う際には、関連する市町村が多いこともあり、その意思統一に時間がかかること

となった。さらに、こうした手法を用いた先行事例がなかったこともあり、関係省庁等の

許認可手続きにも相応の時間を費やしている。加えて、本プロジェクトは、PFI 的要素も

取り入れているため、建設・運営協定の締結等に当たり、行政、民間事業者双方に弁護士

が必要となるなど、従来手法以上に手間・時間・費用等の負担が発生している。

４.８.６ 今後の課題

　前記のとおり、今後、各主体間の分担関係を協定により明確化していく予定にあり、具

体的な役割分担･リスク分担の調整が大きな課題となろう。

　また、㈱ウィンクリンでは、当該事業のほか、資源ごみを自ら中間処理した後の資源物

を再商品化し、再生品利用事業者に販売することも検討しているが、仮にこうした収益事

業を行う場合には本来のリサイクル事業の安定性にリスクを抱えることになる。したがっ

て、㈱ウィンクリン全体事業のあり方が今後の重要な課題となってこよう。
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（参考１）㈱ウィンクリンの概要

(1)　設立

　平成 12年 12月

(2)　代表者

　　杉山　修（㈱マテック代表取締役会長）

(3)  所在

　　帯広市西 21条北 1丁目

(4)  資本金

　100百万円

　（資本構成）

株　　　　主 出資比率 出　　　資　　　者　　　概　　　要

十勝環境複合事務

組合
25％

一般廃棄物の中間処理・最終処分、し尿処理、下

水処理を担う十勝圏の一部事務組合（複合事務組

合）。帯広市、音更町、芽室町、中札内村、更別村、

幕別町、士幌町、上士幌町、清水町、新得町、鹿

追町の 1 市 10 町村より構成。なお、一般廃棄物
処理に関しては最初の 1市 5町村のみ参加。

鹿追町 1％
上記組合の一般廃棄物処理に参加していないため

別途出資。

公

　　

共

豊頃町 1％ 上記組合に参加していないため別途出資。

㈱マテック 50％
一般廃棄物から産業廃棄物まで広く手がける地場

中堅の廃棄物処理業者。

㈱寿エンジニア 13％ 機器メンテナンス、コンサルティング業者。

クリエート㈱ 8％ 機器メンテナンス、コンサルティング業者。

民

　　

間
十勝資源リサイク

ル事業共同組合
2％
十勝管内 41 社の廃棄物関係企業の共同出資で設
立された団体。

＊　当該事業は基本的に民間事業者に委ねるため、民間の出資比率を高くしており、十

勝環境複合事務組合は一定の公共関与を担保するため監査権の及ぶ 25％の出資比率

にとどめている。

(5)  役職員

　役員 12名（うち常勤 6名）、職員 22名（うち同組合より 6名派遣）

(6)  事業内容

　○リサイクルプラザの建設・運営

　　運営に関する具体的な業務としては、

・容器包装廃棄物（缶類、ビン類、ペットボトル、紙パック、段ボール、その他紙類、

その他プラスチック類）の破砕・圧縮・梱包・結束

　　・その他の資源物（雑誌類、新聞紙、金属類）の圧縮・梱包

・このほか、ペットボトル、廃プラスチック、ガラス・びん再商品化事業、固形燃料

（RPF）の製造等の事業も検討中
　○一般廃棄物ごみ処理施設の一部業務の受託ほか
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（参考２）十勝圏における廃棄物処理事業関連の分担

処　理　施　設 運　営　主　体 事　業　・　施　設　内　容

クリリンセンター

（所在：帯広市）

十勝環境複合事務組合

（構成市町村）

帯広市、音更町、芽

室町、中札内村、更

別村、幕別町

一般廃棄物の中間処理

○可燃ごみの焼却

○不燃・粗大ごみの破砕・圧縮固化

（仮称）十勝環境リサイクル

プラザ

（所在：帯広市予定）

㈱ウィンクリン

（参考 1参照）

資源ごみの資源化中間処理

○ビン・缶・ペットボトル・その他

プラスチック類、雑誌・新聞紙な

どの破砕・圧縮・梱包等

十勝川浄化センター

（所在：帯広市）

十勝環境複合事務組合

（構成市町村）

帯広市、音更町、芽

室町、幕別町

下水の処理

中島処分場

（所在：帯広市）

十勝環境複合事務組合

（構成市町村）

帯広市、音更町、士

幌町、上士幌町、芽

室町、中札内村、更

別村、幕別町、清水

町、新得町、鹿追町

し尿の処理

一般廃棄物最終処分場

（所在：音更町）

十勝環境複合事務組合

（構成市町村）

帯広市、音更町、芽

室町、中札内村、更

別村、幕別町

汚水処理設備を備えた管理型の一

般廃棄物を最終処分する埋立処分

場

産業廃棄物処理施設

㈱マテック、㈱北海道

エコシスなど民間事業

者

産業廃棄物の処理
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４.９　帯広市における公営住宅（「センターシティ 1」）の整備・運営

　【ＢＯＯの一種】

４.９.１ 概要

　十勝圏の中核都市帯広市では、公営住宅の整備・運営に関し、平成 12 年 3 月に「住宅

再生マスタープラン」を策定、今後 1,200 戸余りの公営住宅の建替えを行う計画にある。

　従来、公営住宅は、公営住宅法に拠り、地方公共団体が建設・維持管理を行うこととさ

れてきたが、平成８年の同法改正を受け、帯広市では、この建替え予定 1,200 戸余りのう

ち 200 戸分について、公募して選定した民間事業者が住宅施設の建設・管理（一部）を行

い、これを市が公営住宅として借り上げた上で住民に転貸する「借上げ公営住宅方式」を

採用する予定にある。今般、その第一弾として、公民連携による公営共同住宅（63 戸）の

整備・運営が開始されている。

４.９.２ 民間と連携した目的・効果

(1)　財政負担の軽減

　建設・運営について民間事業者を活用することにより、建設・運営コストを軽減し、財

政負担の抑制を図る。なお、当該事業における建設費は、市が直接建設する場合に比し、

実際に 25％以上軽減されている。

(2)　リスク負担の軽減

　建設・運営等にかかるリスクについて民間事業者に移転することにより、従来すべてを

負担してきた市のリスクを軽減する。

(3)　住民サービスの向上

　民間事業者のノウハウ活用により使い勝手のよい施設を建設し、入居者に対するサービ

スの向上を図る。

　＊　なお、入居者の賃借料については、公営住宅法や条例等に基づき定められていることから、借上

　　げ住宅方式を採用しても賃借料負担に大きな変化はない。

(4)　中心市街地の活性化

　今次公営住宅の設置場所を中心市街地活性化基本計画の対象エリア内とし、都心居住の

促進を通じた中心市街地の活性化を図る。

　また、借上げ期間（20 年）終了後に、新たな借上げ公営住宅を建設することが可能とな

り、これにより更なる中心市街地の活性化を目指す。

(5)　公営住宅の設置戸数の柔軟化

　借上げ期間終了時に、その時点における公営住宅の需給動向等をみながら、新たに建設

する借上げ公営住宅の戸数を設定することが可能であり、今後の人口動向を踏まえた柔軟

な公営住宅整備を図る。
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４.９.３ 事業内容

(1)　所在

　　帯広市西 5条南 9丁目（JR帯広駅から北西 450ｍ程度）

　　＜中心市街地活性化基本計画対象地域内＞

(2)　名称

　　センターシティ 1

(3)　民間事業主体等

　　(限)市川商事

(4)　土地

　　1,966㎡

(5)　建物

　　鉄筋コンクリート造 10階建　延 5,706㎡

　　（1階：店舗、2～10階：公営住宅 63戸）

　　駐車場：立体 30台、平面 44台、駐輪場：74台

(6)　施設構成

　　1LDK：18戸、2LDK：36戸、3LDK：9戸、計 63戸

(7)　工事費

　　全体 1,010百万円、うち借上げ部分 896百万円（立体駐車場、外構を除く。）

(8)　供用（入居）開始年月

　　平成 13 年 12 月

(9)　事業期間

　　20 年（賃貸借契約期間）

４.９.４ 事業スキーム

　当該事業は、帯広市が企画し、その内容に即し、公募の上で決定した民間事業者が、市

の指定した地域内における土地の取得並びに施設の建設を行っている。当該施設は、市が

賃借した上で公営住宅として住民（入居者）に転貸する仕組みになっており、市では、入

居者の募集、入居者からの賃貸料徴収、公営住宅としての管理・運営を担うことになる。

一方、民間事業者に対しては、施設の建設・所有に加え、建物のオーナーとしての管理・

運営や修繕等も委ねられており、当該事業は完全な格好とは言えないながら一種のＢＯＯ

（Build-Own-Operate）として位置付けられよう。

　なお、本事業においては、法律・制度変更リスク、天災等不可効力リスクに加え、運営

面の細かな面についても、市と民間事業者の間で、事前にリスク分担の明確化が図られて

いる。

施設外観
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　　融資　　　　　償還

　　　　　　　　　　　  　賃貸借　　　　　　　　　　　  賃貸借

                         

　　　　　　　　　　　   建設補助

　　　　　　　　　　　  賃借料(＊)　　　                  賃借料

　　○　建設　　　　　　　　　　　  ○　入居者募集

　　○　土地・建物所有　　　　　　  ○　公営住宅として

　　○　オーナーとしての維持管理　      必要な管理

　　（修繕、駐車場の契約・管理等）  ○　モニタリング

　　　　　　   

　＊　後記のとおり算出した賃借料から、修繕費、管理事務費、空家等引当金を控除した金額を支払い

　（年 51 百万円）。なお、一般的には、対象施設の修繕が必要になった場合に市が修繕を行うことが多い

　ため、オーナーから修繕費分を徴収する仕組みとなっているが、帯広市においては概ねオーナーサイ

　ドで対応することになっているため修繕費分の控除はほとんどなされていない。

＜公民役割分担の概要＞

段　　　　階 行　　政 民　　間

企　　画 ○

建　　設 ○

所　　有

土　地 ○

建　物 ○

運　　営

運　営 ○

（公営住宅としての運営）

○
（オーナーとしての運営）

維持管理 ○

（公営住宅としての維持管理）

○
（オーナーとしての維持管理）

修　繕 ○

その他 賃借料徴収 ―

資金調達 ○

リスク分担

設計・建設リスク ○

資金調達リスク ○

運営リスク ○

（公営住宅としての運営）

○
（オーナーとしての維持管理）

法律・制度変更リスク ○

天災等不可効力リスク ○

　民間事業者 　　帯広市 　　住　民

金融機関
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４.９.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

　後記のとおり、建設コストが行政と民間事業者間の賃借料を算出するベースとされ、民

間事業者が建設コストを引き下げたとしてもその分賃借料も低下する仕組みとなっている

ことから、民間事業者が自助努力により建設コストを圧縮し投資収益の向上を図ろうにも

限界がある。したがって、ややもすれば民間事業者にとって参入するインセンティブが働

きづらい仕組みとなっている面がある。こうしたこともあって、当該事業における公募後

に実施した説明会には 30 社弱の参加があり、事業意欲を問うアンケート調査においても

10 数社から回答があったにも拘らず、最終的には１社（63 戸）による整備にとどまる結

果となっている。

　なお、函館市においても民間事業者を介した借上げ公営住宅方式が採用されているが、

同市では、上記方式をベースとしつつ、市の負担により建設費の削減額に応じた賃借料の

上乗せ（建設費の 1％を上限（年間））を実施しており、必ずしも十分とはいえないながら

も、民間事業者の自助努力による建設費削減のインセンティブが働く仕組みを設けている

（函館市における借上げ公営住宅の現状：供用開始済 3棟、工事中・計画中 2棟）。

４.９.６ 今後の課題

　今後、帯広市では同方式により 140戸程度の公営住宅の整備を予定しているが、前述の

事情を踏まえ、民間事業者参入へのインセンティブをいかに付与していくかが重要な課題

となってこよう。

供用が開始されている函館市借上げ公営住宅の 3 棟外観
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（参考１）　帯広市の賃借料（市が民間事業者に支払う家賃）算出方法

１．市場家賃の算出

　　近隣賃貸マンション等の賃借料を調査し、市場からみた適正な家賃を算出

２．近傍同種家賃の算出

　　以下のとおり、公営住宅法等の規定に即し家賃を算出

　　建物・土地の複製価格(＊1)×利回り(＊2)

　　　　　＋償却費＋修繕費＋管理事務費＋損害保険料＋公租公課＋空家等引当金

　　　　＊1　建物の複製価格は住宅建設費、土地の複製価格は固定資産税評価相当額を基準に算出。

　　　　＊2　建物：3％、土地：2％

３．賃借料の決定

　　住宅の形態（1LDK、2LDK、3LDKなど）別に、市場家賃と近傍同種家賃を比較し、

　水準の低い金額を市が民間事業者に支払う賃借料として設定。

 借上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入居者負担

　　　　　　　　市場家賃　　近傍同種家賃　　　　　　　　　市場家賃　　近傍同種家賃

　　　　　　⇒　市場家賃を採用　　　　　　　　　⇒　近傍同種家賃を採用

　　　　＜財源構成＞

　　　　　入居者負担：公営住宅法や条例等により定められた金額

　　　　　国　　　　　決定した家賃（市場家賃 or近傍同種家賃）から

　　　　　市　　　　　　　　　　　入居者負担を控除した金額に対し各 2分の 1
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（参考２）　函館市の借上げ公営住宅における賃借料の算出方法

　帯広市のように市場家賃の算出は行わず、近傍同種家賃がそのまま賃借料の基礎数値と

なる。

　具体的には、概ね以下のとおり、公営住宅法等の規定を踏まえ算出される（下線は帯広

市との相違点を示す。）。

建物・土地の複製価格(＊1)×利回り(＊2)

　　＋償却費＋修繕費＋損害保険料＋公租公課＋エレベーター保守点検費＋補正額(＊3)

＊1　建物の複製価格は住宅建設費、土地の複製価格は固定資産税評価相当額を基準に算出。ただし、住

宅建設費が借上公営住宅の標準建設費（函館市借上市営住宅借上料算定基準による額）を上回った

場合には、借上公営住宅の標準建設費を採用。

＊2　建物：3％、土地：2％

＊3　補正額＝1 戸当たり住宅建設費×補正率　（※　住宅建設費が標準建設費を下回った場合に限定）

　　　なお、補正率＝　1／住宅戸数　×　（1－（住宅建設費／標準建設費））

　　　ただし、補正率は住宅建設費の 1％が上限

  借上額

　　　　　　　　　 　 市（補正額）

　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　 市

　

　　　　　　　　　 国

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　  入居者負担

　　　借上料（＝近傍同種家賃）

＜財源構成＞

入居者負担：公営住宅法や条例等により定めら

れた金額

　　国　　：補正額を考慮していない借上料か

　　　　　ら入居者負担を控除した金額に対

し 2分の 1

　　市　　：補正額を考慮していない借上料か

　　　　　ら入居者負担を控除した金額に対

し 2分の 1

　　　　　　さらに、上記の住宅の建設費に応

じた補正額分を加算



- 67 -

４.10　浜頓別町における風力発電所（「市民風力発電所・浜頓別１号機」）の整備・運営

　【公有地活用（低廉貸与）、ＮＰＯによる整備・運営】

４.10.１ 概要

　環境に対する意識が高まりをみせる中、規制緩和に伴う電力の自由化が進んだこともあ

って、最近、自然エネルギーを活用した発電事業が脚光を浴びており、北海道においては、

特に、沿岸での風の強さを活かした風力発電事業に対する取り組みが急速に拡大している。

　北海道では、これまで地方公共団体が民間事業者と連携して行う風力発電事業が中心と

なっているが、浜頓別町における風力発電事業は、基本的に特定非営利活動法人（ＮＰＯ

法人）である北海道グリーンファンド（平成 11 年 7 月設立）が主体となり、環境に対す

る意識の高い市民を広く巻き込む格好で、発電事業に対するノウハウを有する民間事業者

と連携しつつ、地方公共団体からも一部協力を得て整備・運営を行っている。こうしたＮ

ＰＯ主導の取り組みは全国でも初めてであり、今後のモデルケースとして各地から注目が

集まっている。

４.10.２ ＮＰＯと連携した目的・効果等

　本プロジェクトは、上記のとおりＮＰＯが主導している事業であり、地方公共団体（浜

頓別町）の具体的な関与は、発電事業用地一部の低廉貸与などにすぎず、あくまで事業を

円滑に進めるための側面的な協力にとどまっている。

　このように、本事業は、地方公共団体として主体的な目的をもって実現したプロジェク

トではないが、他の市町村のように地方公共団体が主体的に取り組んでいる事業と比較す

れば、当然のことながら、財政負担やリスク負担の軽減が図られており、加えて、遊休化

している町有地の有効活用、当該事業実現に伴う町民の環境に対する意識の高揚といった

効果もあらわれている。

　なお、ＮＰＯ法人北海道グリーンファンドが本プロジェクトを実施した目的は次のとお

りである。

(1)　環境負荷低減の具現化～自然エネルギーによる発電事業の促進

　単に環境問題に対し主張するにとどまらず、自らが進んで環境負荷の低減や持続可能な

エネルギーの普及に寄与する行動をすることにより、理念の具現化を図る。さらに、実際

にこうした事業を実現することにより、他の市民や事業者に対する呼び水効果的な役割を

果たし、自然エネルギーによる発電事業の促進を図る。

(2)　環境に対する住民意識の向上

　本プロジェクトに対し広く道民からの資金提供等を募ることにより、環境問題に対する

参加意識を醸成するとともに、これらを通じ、節電など環境負荷の低減に関する一層の意

識の向上を図る。



- 68 -

４.10.３ 事業内容

(1)　所在

　　枝幸郡浜頓別町豊寒別地区

(2)　名称

　　市民風力発電所・浜頓別１号機

(3)　民間事業主体等

　　㈱北海道市民風力発電

　　資本金：25百万円

　　資本構成：

　　 北海道グリーンファンド（ＮＰＯ法人）40％（10 百万円(＊)）

　　 理事・個人等　　　　　　　　　　  60％（15百万円）

　　＊　北海道グリーンファンド 10百万円の内訳

　　　　グリーンファンド(電力料金に上乗せして市民から徴収した資金を原資とする基金（後記参考 2

       参照)）から２百万円、団体等からの寄附が 8百万円

(4)　土地

　　約 3千㎡（浜頓別町、個人(1名)からの賃借）

(5)　発電設備

　　風車発電機：１基　（出力 990kw）

　　発電電力量：年間約 260万ｋｗｈ（約 900世帯分を想定）

(6)　工事費

　　230百万円

(7)　事業期間

　　17.5年（電力会社との電力受給契約期間）

(8)　運転開始年月

　　平成 13 年 9 月

４.10.４ 事業スキーム

　当該事業は、ＮＰＯ法人北海道グリーンファンドが企画、自ら出資し㈱北海道市民風力

発電を設立（持株比率 40％）の上、当社に建設・所有・運営を一体的に担わせている。当

初は、ＮＰＯ法人本体が事業主体になることを予定していたが、ＮＰＯという機関の性格

からくる限界（非営利性に伴う配当の困難性、権利義務関係の不明確性等）から、債権者

等の指導もあり、新たに株式会社を設立する形をとっている（実質的な事業主体は当該Ｎ

ＰＯ法人）。

　当社は、浜頓別町（行政）等から土地の低廉貸与を受け、そこに発電機を建設している

が、その建設、管理・運営に当たっては、当該事業の隣接地において独自の風力発電事業

一番左（南）がNPOの風力発電機
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（発電機 3基）を行う予定にあった㈱トーメン及び㈱トーメンパワージャパンに、それぞ

れ建設工事請負及び管理・運営を委ね、当該事業のコスト軽減を実現している。

　当該事業は、北海道電力㈱と電力受給契約を締結（期間：17.5 年）、同社への売電によ

り運営を行う形となっている。

　また、当該事業については、幅広く市民からの資金を集めた、その資金調達方法に大き

な特徴がある。すなわち、①電力料金に上乗せして市民から徴収した資金を原資とする基

金「グリーンファンド」（参考 2 参照）を含めたＮＰＯ法人等からの出資金、②金融機関

からの借入金に加え、③商法 535条に基づく匿名組合契約による市民からの出資も得てお

り、これが所要資金の 6割を超える 142百万円にも達している。この匿名組合出資は、事

　

　　　　　　　　　分配金

　　　　　　　　（出資金返還+配当）　　　出資　　　配当　　　　出資　　　　　配当

　　匿名組合出資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　融資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　元利償還

　電力購入代金　　売電　 建設請負　　　　　　管理運営　　　　　　　　用地賃貸借契約

　　　　　　　　　　　　 　契約　　　　　　　委託契約            

＜資金調達の概要＞

　所要資金　　　　230百万円

　資金調達

　　資本金　　　　 15百万円（当社資本金 25百万円のうち 15百万円を充当）

　　匿名組合出資　142百万円(＊1)

　　借入金　　　　 73百万円(＊2)

　

　　＊1　１口 50 万円×283口。契約期間は 17 年。分配金（収入－運営費用－税－借入金元利返済）の

　　　うち出資者に対しては１～10年目：90％、11～17年目：80％を分配。この出資者に対する分配

　　　金のうち 71.7％は出資金返還分で残りは配当（年平均 2.5％程度）。

　　＊2　コーポレート・ファイナンス（新エネルギー財団からの利子補給あり）

北海道グリーンファンド

（ＮＰＯ法人）

理事・

個人等

事業主体

㈱北海道市民風力発電 金融機関

北海道電力㈱ ㈱トーメン 浜頓別町

  など
㈱トーメン

パワージャパン

匿名組合

個人 200
団体 17
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業主体に対する出資（株主）ではなく、当該事業に対する出資であり、本出資金の使途は

当該事業に限定される一方、出資者に対する分配原資も当該事業に限定されるものである。

また、この分配金は、事業収入から運営コストを控除した税引後利払前利益から金融機関

に対する元利償還を行った残余分を原資としており、いわゆるメザニン・ファイナンスの

一手法として位置付けられる。なお、当該事業の場合、こうした分配金に期待して出資し

た市民は少なく、むしろ環境保全への寄与という当該事業の趣旨に賛同し寄付に近い意識

で出資した市民が多くを占めている模様である。

＜公民役割分担の概要＞

段　　　　階 行　　政 ＮＰＯ（＊） 民　　間

企　　画 ○

建　　設 ○ （請負）

所　　有

土　地 ○ （賃借）

設　備 ○

運　　営

運　営 ○ △（受託）

維持管理 ○ △（受託）

修　繕 ○

資金調達 ○

＊　正確にはＮＰＯが出資した民間事業者であるが、実質的な面に着目しＮＰＯとして記載。

　

４.10.５ 今次事業遂行に当たってのハードル

　前記のとおり、当初はＮＰＯ本体が直接事業主体となることを予定していたが、債権者

からの指導もあり、結果として事業主体となる株式会社を設立しなければならなくなり、

これらの調整・手続き等に時間を要した。

４.10.６ 今後の課題

　当該事業は、自然エネルギーを利用した発電事業に、初めて市民の資金を活用したもの

であり、予想を大幅に上回る多額の出資を市民から得ることができたが、こうした事業を

引き続き進めていく際、本件同様に多額の市民資金を確保できるかが大きな課題となろう。
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（参考１）　ＮＰＯ法人北海道グリーンファンドの概要

(1)　設立

　　平成 11年 7月

　　（平成 11年 12月に特定非営利活動促進法に基づくＮＰＯ法人として認証・登記）

(2)　理事長

　　杉山　さかえ

(3)　所在

　　札幌市中央区

(4)　役職員数（常勤）

　　5名

(5)　目的

　市民や地域が主体となった省エネルギー活動の推進、再生可能な自然エネルギーの普及

促進、そのために必要な社会的制度や政策の提言等を通じ、現環境負荷の少ない持続可能

なエネルギー未来の実現を促進（生活協同組合から分離・発展）

(6)　事業

　○　再生可能な自然エネルギーの普及促進、省エネルギーの促進を目的とした基金（グ

　　リーンファンド（参考 2参照））の募集・運用

　○　再生可能な自然エネルギーを利用した発電事業

　○　再生可能な自然エネルギー、省エネルギーに関する調査研究・提言・広報啓蒙等
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(参考２)　グリーンファンドの概要

　　　　　5％会員の電力料金

　　　　　　　　　　　　　　　電気料金　　　　　5％分　　　　　　  年会費

　　　　　　　　電力供給　　　　　　　　　　毎月の電気料金+5％上乗せ

　　　　　　　　電力料金の請求

　　＊1　5％会員：約 1,000人、通常の電気料金に 5％上乗せした金額を北海道グリーンファンドに支

　　　　払い、この 5％分を除いた電気料金分を同ＮＰＯから北海道電力に支払い（当該 5％分（基金

　　　　への積立額）は年額 5,000円/人程度）。

　　＊2　定額会員：約 200人、社宅居住者など直接北海道電力に電気料金を支払えない方や道外客な

　　　　どが対象で年額 5,000円。このほか法人会員として 7団体（年額 10,000円）あり。

　

　グリーンファンド（基金）は、再生可能な自然エネルギーの普及促進や省エネルギーの

促進を目指す当該ＮＰＯ法人の運営資金ならびに風力発電事業資金として活用されている

（現在の基金残高は 6百万円程度、うちＮＰＯ法人運営資金 4百万円、風力発電事業を行

う事業主体に対する出資金 2百万円）。

　また、こうした基金への資金提供を募ることにより、かかる 5％見合い分の電力消費の

抑制を奨励しており、これにより新たな発電所建設を回避させるなど、間接的な効果も期

待している。

北海道グリーンファンド

（ＮＰＯ法人）

電力会社

5％会員
（＊1）

定額会員
（＊2）

北海道電力

グリーンファンド（基金）
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４.11　大樹町における中心市街地活性化施設の整備・運営

　【公有地活用（無償貸与）】

４.11.１ 概要

大樹町は、十勝圏における中核都市帯広市の南約 60km に位置し、人口約 6,900 人を擁

し、農畜産業と飲食料品製造業を基幹産業としている。同町では、旧国鉄広尾線の廃止、

モータリゼーションの進行等を背景に、買回り品を中心に町民の購買力が帯広市などへ流

出する現状にある。

こうした中、大樹町では、住民も巻き込むかたちで、大樹町や大樹町商工会を中心とし

たまちづくりに関する検討が進められ、平成 11 年 10 月に中心市街地活性化基本計画書を

国に提出、翌年 2 月には大樹町ＴＭＯ（タウンマネジメント）構想を商工会が策定、3 月

に商工会がＴＭＯとして認定されるに至った。

当該基本計画書及びＴＭＯ構想における中核事業の一つとして、今般、①テナントミッ

クスによるショッピングセンター、②商工会も入居し地場産品の展示・販売等を行う商業

基盤複合施設　から構成される複合施設の整備が行われた。当該施設の整備・運営は、Ｔ

ＭＯである商工会が担うことになるが、町は遊休資産である町有地を無償で貸与したほか、

企画・調整・各種手続き等においても全面的なバックアップを行っている。

４.11.２ 民間と連携した目的・効果

　本プロジェクトは、ＴＭＯである大樹町商工会が主導している事業であり、地方公共団

体（大樹町）の関与は、用地の無償提供のほか、計画・企画の策定、関係機関との調整な

どにかかるバックアップが中心となっている。

　このように、そもそも本事業は地方公共団体が主体となって実現したプロジェクトでは

ないが、町としてみれば、半ば遊休化していた町有地の有効活用が図られたほか、当該事

業に対するリスクも抑制されるなどのメリットを得ている。
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４.11.３ 事業内容

(1)　所　　在 広尾郡大樹町西本通

(2)　名　　称 ショッピングセンター 商業基盤複合施設

(3)　民間事業主体等 大樹町商工会（ＴＭＯ）

(4)　土　　地 10,288㎡ 6,884㎡

(5)　建　　物 鉄骨造平屋建　延 2,942㎡
鉄筋コンクリート造 3 階建
延 1,581㎡

(6)　施設構成

○食品スーパー

○専門店（衣料品、スポーツ

用品、薬局、玩具等）

○飲食店

○駐車場 76台

○物産センター、バス待合所、

多目的ホール、商工会事務所

○駐車場 70台

(7)　工 事 費 460百万円 747百万円

(8)　財　　源
○補助金：269百万円
○建設協力金等：116百万円
○借入金：75百万円

○補助金：709百万円
○自己資金：38百万円

(9)　供用開始年月 平成 14年 3月

４.11.４ 事業スキーム

　当該事業は、前記のとおり、町のＴＭＯ構想に明記された中核事業であり、その企画は、

大樹町商工会及び大樹町がまちづくりワークショップの開催など住民も巻き込む形で策定

している。その上で、商工会は、大樹町から町有地の無償貸与を受け、ショッピングセン

ターと商業基盤複合施設からなる複合施設の建設・運営を行っている。

これら施設の建設資金の調達は、ショッピングセンターにおいては、国・道・町から多

額のリノベーション補助金（経済産業省所管の中心市街地等商店街・商業集積活性化事業

費補助金）を得た（工事費の 6割を調達）ほか、テナントからの建設協力金等や金融機関

からの借入金により賄っている。旁々、商業基盤複合施設においては、その大半を、国・

道・町からの優良建築物等整備事業補助金・リノベーション補助金によっている。

ショッピングセンター（右）と商業基盤複合施設（左）外観
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　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設利用

　　　　　　　　　　 土地の無償貸与

　　　　　　　　　　 　　　　　　　                           　　　　　  元利償還

 　○土地所有　　　　　　　　　　　  ○建設・所有　　   　融資

 　　　　　　　　　　　　　　　　　  ○管理・運営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜公民役割分担の概要（ショッピングセンター及び商業基盤複合施設）＞

段　　　　階 行　　政 商　工　会 住　　民

企　　画 ○ ○ ○

建　　設 ○

所　　有

土　地 ○

（無償貸与）

建　物 ○

運　　営

運　営 ○

維持管理 ○

修　繕 ○

資金調達 ○

リスク分担 詳細には設定されていない

　また、当該事業においては円滑な事業遂行を可能ならしめるために、以下の工夫がなさ

れている。

(1)　国・道・町からの補助金の積極的な導入

中心市街地活性化基本計画の中核事業であることを活かし、最大限に各種補助金を活

用する。

(2)　ショッピングセンター経営安定化積立金の設置

これら補助金の活用によりテナント賃料を低水準に抑制できたことを踏まえ、当該シ

ョッピングセンターの中長期的な経営安定化や今後の施設修繕等に備え、各テナントか

ら月額テナント賃料の 10％相当額を徴収し、大樹町ショッピングセンター店舗経営安定

化積立金として積立てを行う（約 2.5百万円／年）。

(3) 建設協力金の劣後債務化

初期投資額に対する借入金軽減を目的に、商工会は各テナントから建設協力金を徴収

し事業費に充当しているが、この協力金の返還については、金融機関への元利償還より

劣後とし、資金繰りの安定化を図る。

大　樹　町
大樹町商工会

（ＴＭＯ）

金融機関

住民等
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４.11.５ 今次事業遂行に当ってのハードル

　基本的に商工会が実施する事業であり、特段行政との連携にも大きな障害はなかったが、

関係省庁との手続き、町民との対話などについては町（行政）の全面的なバックアップを

要した。

４.11.６ 今後の課題

　中心市街地の活性化、ショッピングセンターにおける入居テナントの維持・確保には、

町内や近隣地域からの集客が不可欠であり、商工会と行政が連携しつつ、ソフト面を中心

とする集客のための工夫をしていくことが重要な課題となってこよう。
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（参考）大樹町商工会の概要

(1)　設立

昭和 35 年 12 月

(2)　代表者

会長　藤江　英二（昭和 63 年 5 月就任）

(3)　所在

広尾郡大樹町西本通

(4)　役職員

役員　22 名

職員　 6 名

(5) 会員数

198 事業者（地区加入率：64.2％）

(6)　事業

○ 中小企業経営改善普及事業（経営指導、金融斡旋等）

○ 地域振興事業（研修会開催、観光振興事業等）

○ ショッピングセンター・商業基盤複合施設の管理・運営



- 78 -

４.12　兵庫県神戸市におけるウォーターフロント施設等(｢マリンピア神戸｣)の整備･運営

　【公民機能分担、公有地活用（定期借地権）】

４.12.１ 概要

　神戸市では、市街地に接した美しいウォーターフロントの形成による快適な都市環境と

都市活力の創出、新しい都市型漁業の展開による新鮮で美味しい魚の提供、海の香り高い

憩いと安らぎの場の提供等を目的に、「漁業・文化・コミュニティの交流拠点づくり」を基

本コンセプトとするウォーターフロント開発事業「マリンピア神戸」を実施している。

　当該事業は、市が垂水漁港の西隣の海岸を埋立て･造成を行い 18.5ha の土地を確保した

上で、民間事業者による商業施設・飲食施設等、市による水産体験学習施設、海洋文化施

設、臨海休養広場等を一体的に整備するものであり、神戸市（行政）と民間事業者が、そ

の性格に応じ適切に機能分担を行っている。

　また、当該事業において、市が貸与する民間事業者の事業用地については、定期借地権

（事業用借地権）を用いており、公有地活用の一形態として注目される。

４.12.２ 民間と連携した目的・効果

(1)　民間ノウハウの活用

　商業施設・飲食施設等の企画・建設・管理運営を一体的に民間事業者に委ねることによ

り、こうした事業を実施した経験を有する民間の事業ノウハウ、創意工夫を活用する。

(2)　土地の有効活用

　行政だけでは、今次埋立地すべてを、当該プロジェクトの目的・コンセプトに沿って活

用することは困難であり、民間事業者を活用し効率的かつ効果的な土地活用を促進する。

　また、定期借地権を活用することにより、借地期間終了後における当該土地について、

事業環境の変化を踏まえつつ円滑な再活用を図る。

(3)　財政負担・リスク負担の軽減

　民間に委ねた事業は、そもそも行政が実施する性格のものではないが、仮に行政が関与

した場合に比べると、財政負担やリスク負担が軽減されうる。

４.12.３ 事業内容

(1)　所在

　　神戸市垂水区海岸通（垂水漁港西隣）

(2)　名称

　　マリンピア神戸

(3)　民間事業主体等

　　三井不動産㈱　【物販・飲食施設の企画・建設・管理運営】

　　なお、埋立・土地造成、水産体験学習施設、臨海休養広場等の建設・運営は神戸市
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(4)　土地

　　全体　18.5ha（うち民間事業予定地 2.2ha）

(5)　主な施設構成

＜行政主体＞

　○　水産体験学習施設

（名称：「さかなの学校」）

　　　神戸市における漁業の展示･紹介、

研修等を実施。

　　　展示室・研修室等から構成。

　○　臨海休養広場

（名称：「おさかな広場」等）

　　 「さかなの学校」に隣接した訪問

客が憩う広場。

○　公共駐車場（運営は三セク）

　○　海洋牧場（計画）

　　　魚の中間育成を行うとともに、訪問客の憩いの場としても提供。

　○　海洋文化施設（計画）

　　　漁師まちを再現した文化施設

宿泊施設用地

（一部臨時駐車場）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                                      

  

                                                                         

公 共 駐 車 場

フィッシャリーナ

さかなの学校

ファクトリー

アウトレッツ

ＥＡＳＴシーフード

マルシェ

ファクトリー

アウトレッツ

ＷＥＳＴ
シーポート

レストランツ

海洋文化施設用地

海洋牧場

おさかな

広場

臨海休養広場

環 境 緑 地

国 道 ２ 号 線

垂水漁港

（海）

←明石市 神戸市中心部→

マリンピア神戸施設構成

さかなの学校外観
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＜民間主体＞

　○　物販・飲食施設

　　（名称：「ポルトバザール」）

　・ アウトレットモール「ファク

　　トリーアウトレッツWEST」、

　　「ファクトリ－アウトレッツ

　　EAST」の 2館で構成

　（現在 70店舗がテナント入居）。

　・ レストラン

　　（「シーポートレストランツ」）

　　 飲食店 11店舗がテナント入居。

　・ 物販・飲食施設（「シーフードマルシェ」）

　　 海産物を中心とするみやげもの等の物販店及び飲食店から構成。

　　 運営は神戸市漁業協同組合。

　○　宿泊施設（計画）

　　　ホテルの誘致を計画中（現在は臨時駐車場として活用）。

　○　その他

　　　船舶の係留保管施設（名称：「フィッシャリーナ」）をＰＦＩにより整備・運営

　　（ヤマハ発動機がＳＰＣを設立し当該事業を実施）

(6)　事業期間（物販･飲食施設）

　　15年（民間事業者に対する土地の賃貸期間）

(7)　供用開始年月

　　平成 11年 10月（市立の水産体験学習施設等は平成 10年 3月）

４.12.４ 事業スキーム

　当該事業は、神戸市が全体計画を企画、先ず該当する地域の埋立工事・土地の造成など

インフラ整備を行っている。その上で、水産体験学習施設、臨海休養広場など収益性の乏

しい施設については市自らが建設、管理運営に当たっている。一方、民間に開発を委ねる

地域を設定し、そこを賃貸（定期借地権）することを前提に、民間事業者による提案競技

を実施、「マリンピア神戸」のコンセプト・基本方針を示し、それに沿う施設の企画・建設・

管理運営を一体的に民間事業者に委ねる形をとっている（最終的に、アウトレットモール

等の物販施設と飲食施設を提案した三井不動産が事業主体に決定）。

　このように、当該事業は、神戸市が土地の確保･造成、公益的な非収益施設の建設・管理

運営を担う一方、民間事業者に物販･飲食施設等の企画・建設・管理運営を一体的に担わせ

ており、行政と民間事業者との間で、その性格に応じた機能分担方式がとられている。

ポルトバザール外観
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　また、当該事業においては、市が民間事業者に対し土地を貸与するに当たり、定期借地

権（参考参照）の一つである事業用借地権が採用されている。事業用借地権は、存続期間

が 30年以上でその更新が原則となる従来の普通借地権とは異なり、存続期間が 10年以上

20年以下と短く設定され、最初に定めたこの期間どおりに借地関係が終了する借地権であ

り、期間終了後に借地人は建物を収去し土地を明渡すのが原則となっている。

　本事業においては、①神戸市では将来的に当該土地の売却を予定しており、権利関係を

明確化しておきたい方針にあったこと、②民間事業者サイドとしても、普通借地権より土

地の賃借料が少額ですみ相対的に短い期間で資金回収し得るメリットがあることから、当

該借地権を導入することにしたものである。存続期間は 15 年に設定され、期間終了後は

建物を収去し土地を市に明渡すことになるが、これについては神戸市が認めた場合に協議

の余地を残す形としている。

　　　　　　　　　　　　　  物販･飲食施設敷地の貸与

                               　（定期借地権）(＊)

                                       賃借料

               ○全体企画　　　　　　　　　　　　　　　　＜物販･飲食施設＞

　　　　　　　○埋立･造成　　　　　　　　　　　　　　　 ○企画

　　　　　　　○土地の所有　　　　　　　　　　　　　　　○建設

　　　　　　　○水産体験学習施設等の　　　　　　　　　　○管理運営

　　　　　　　　　建設･所有･管理運営

　　　　　

　　　　　　　＊　事業用借地権（期間 15年）

＜主な公民役割分担の概要＞

水産学習体験施設等 物販･飲食施設等段　　　　階

行　　政 行　　政 民　　間

企　　画 ○
（全体計画の企画も担当）

○

建 設 等
埋立・造成 ○ ○

施設建設 ○ ○

所　　有

土　地 ○ ○ （賃借(定期借地)）

建　物 ○ ○

運　　営 ○ ○

資金調達 ○ ○

リスク分担 詳細には設定されていない

神　戸　市 三井不動産
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４.12.５ 今次事業遂行に当ってのハードル

　当初、神戸市では、民間事業者に土地を売却の上で、該当地域の開発を委ねる計画にあ

ったが、事業環境が芳しくない中で結局それを断念せざるを得なくなった。こうした経緯

を踏まえ、民間事業者の投資負担の軽減を図るべく、普通借地権、定期借地権、公有地信

託など、多様な手法の検討を行い、最終的に定期借地権（事業用借地権）の導入を決めて

いる。

　また、事業用借地権の存続期間の設定に当たっては、当初神戸市では将来の売却を視野

に入れ最短の 10 年を想定していたが、事前調査の結果、資金回収を図る上で長い期間を

設定したい民間事業者の意向を踏まえ 15 年と設定するに至っている。

４.12.６ 今後の課題

　物販･飲食施設同様、民間に委ねる予定の宿泊施設について、事業環境を見極めつつ、誘

致に取り組んでいく必要がある。

　また、マリンピア神戸には、当初見込（200 万人）を大幅に上回る年間 500 万人の来客

があったこともあり、道路の渋滞、騒音･ごみの廃棄など環境問題等が顕在化、行政サイド

としてその解決に向けて取り組んでいく必要がある。
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（参考）定期借地権の概要

　定期借地権は、平成 4年 8月に施行された「借地借家法」により新たに設けられたもの

で、一般定期借地権、建物譲渡特約付借地権、事業用借地権の３つに類型化される。

　これらはいずれも、従来の普通借地権と異なり、当初定められた契約期間で借地関係が

終了し、原則としてその後の更新がなされないところに大きな特徴がある。

定期借地権

一般定期借地権 建物譲渡特約付

借地権

事業用借地権 普通借地権

存続期間 50年以上 30年以上 10年以上
　　20年以下

30年以上

利用目的 限定なし 限定なし 事業用建物（住宅

を除く。）の所有

限定なし

成　　立 公正証書による等

書面による更新等

排除の特約をす

る。

借地権設定後 30
年以上経過した時

点で建物が相当な

対価で地主に譲渡

されることをあら

かじめ約する。

公正証書による設

定契約をする。

制約なし

借地関係

の終了

期間満了による。 建物譲渡の効果に

よる。

期間満了による。 期間満了による

が、原則は法定更

新あり。

更新拒絶には正当

な事由を要する。

終了時の

建物と

その利用

関係

イ .特約には建物
買取請求権排除の

項目もある。

ロ .借地人は建物
を収去して土地を

明渡すのが原則

（なお、当事者間

の合意により地主

が建物の買取をす

ることは可能。）。

ただし、善意の借

家人は明渡猶予請

求可。

イ .建物所有権は
地主に移動。

ロ .借地人は使用
していれば借家関

係へと移行。

ハ.借家は継続。

イ .建物買取請求
権の規定の適用な

し。

ロ . 借地人は建物
を収去して土地を

明渡すのが原則

（なお、当事者間

の合意により地主

が建物の買取をす

ることは可能。）。

ただし、善意の借

家人は明渡猶予請

求可。

イ .借地人に建物
買取請求権あり。

ロ .買取請求権が
行使されると借家

関係は継続。

ハ .借地人は別に
約束がなければ退

去。

（出所）渡辺『借地権』
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４.13　事例からみた最近の公民パートナーシップの動き

　

　以上の紹介事例を通じ、最近の公民パートナーシップの動きとして見出すことのできる

特徴を概括的に整理すると、以下のとおりである（表４-２参照）。

(1)　公共領域における活用の進行

　従来の中間領域はもとより、今後の対象分野となる公共領域において、公民パートナ

ーシップの活用が進行しつつある。

（表 4-2）事例の総括

公　　共　　領　　域

一般廃棄物処理施設 劇場
医療・福祉・保健
複合施設

福祉・観光複合施設 大学 市民会館

西いぶり廃棄物
処理広域連合

富良野市 群馬県六合村 愛知県足助町 千歳市 室蘭市

○公設民営
（委託料支払型）
○DBO

公設民営
（委託料支払型）等

公設民営
（利用料金型）

公設民営（委託料支
払型、利用料金型）

公設民営
（施設譲渡型）

○民設公営
（施設譲渡型）
○公民一体整備

○

公民の役割分担

企　　画 行政 行政・NPO 行政 行政 行政 行政

建　　設 行政 行政 行政 行政 行政 民間

所　　有

土　　地 行政 行政 行政 行政（一部借地） 民間
他の民間事業者より
賃借

建　　物 行政 行政 行政 行政 民間 行政

運　　営 民間 NPO 民間
民間
行政（一部施設）

民間 行政

資金調達 行政 行政 行政 行政 行政 行政

リスク分担 ○

○財政負担の軽減 ○管理・運営の柔軟
性の確保

○財政負担の軽減 ○財政負担の軽減 ○財政負担の軽減 ○財政負担の軽減

○リスク負担の軽減 ○財政負担の軽減 ○リスク負担の軽減 ○リスク負担の軽減 ○リスク負担の軽減 ○リスク負担の軽減

○民間ノウハウの活
用

○NPO等のノウハウ
の活用

○運営の柔軟性 ○運営の柔軟性 ○運営の柔軟性 ○住民サービスの向
上

○管理・運営状況の
透明性確保

○住民意識の向上 ○民間ノウハウの活
用

○民間ノウハウ等の
活用

○事業手法の決定
（当初PFIを想定）

○ＮＰＯに対する委託
金額

○関係省庁との調整 ○議会対応（委託事
業の採算性）

○議会対応（市の財
政負担額）

○民間との調整

○関係省庁との調整 ○その他、当該事業
の是非、設置場所等

○民間のノウハウ不
足

○リスク分担等契約に
関する民間との調整

○協定・契約に関する
手続き・費用負担

○関連する市町村の
意思統一等

○運営開始後のモニ
タリング体制

○NPOに対する適切
な委託金額の設定

○他の関係団体との
連携等を通じた住民
サービスの向上

○利用者の増加 ○市派遣職員減少の
際の人件費捻出

○市民会館の運営に
関する一部業務の民
間委託

○安定したごみ量確
保

○委託費の設定方法
（一部固定性の導入
等）

○学生数の確保
今後の課題

事業手法

NPO等との連携

目的・効果

事業遂行面でのハード
ル
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 (2)　事業手法の多様化

　事業手法としては、今のところ、公設民営や民設公営など相対的に公共関与の強い手

法が中心となっている。

　一方、設計・建設・運営等を一体的に民間に委ねるＢＯＯ、ＤＢＯなど、民間活用の

度合いが高い手法も導入され始めている。また、民間がサービス供給主体となりつつも

行政が一次的なサービス購入主体となる事業方式（サービス購入型のＢＯＯ、委託料支

払型の公設民営など）もあらわれており、以上の結果、財政支出やリスク負担の軽減、

民間ノウハウの活用や事業運営の柔軟性確保等による住民サービスの向上が図られつ

つある。

中間領域

図書館等 リサイクル施設 公営住宅 風力発電所
中心市街地
活性化施設

ウォーターフロント
施設等

群馬県太田市
十勝環境複合
事務組合

帯広市 浜頓別町 大樹町 兵庫県神戸市

民間への業務委託 BOO BOO
公有地活用
（低廉貸与）

公有地活用
（無償貸与）

○公有地活用
（定期借地権）
○公民機能分担

○ ○ △

行政 行政 NPO 行政・民間等 行政

行政（既往施設） 民間 民間 NPO 民間 行政・民間

行政 民間 民間 行政 行政 行政

行政 民間 民間 NPO 民間 行政・民間

行政（NPOへ一部業
務を業務委託）

民間 行政・民間 NPO（民間に委託） 民間 行政・民間

民間 民間 NPO・民間 民間 行政・民間

○ ○

○財政負担の軽減 ○財政負担の軽減 ○財政負担の軽減 ○財政負担の軽減 ○遊休資産の有効活
用

○民間ノウハウの活
用

○住民サービスの向
上

○リスク負担の軽減 ○リスク負担の軽減 ○リスク負担の軽減 ○リスク負担の軽減 ○土地の有効活用

○住民意識の向上 ○民間ノウハウの活
用

○住民サービスの向
上

○遊休資産の有効活
用

○財政負担・リスク負
担の軽減

○施設整備・運営に
関する柔軟性の確保

○中心市街地活性化 ○住民の環境に対す
る意識の高揚

○公営住宅の設置戸
数の柔軟化

○NPOに対する委託
金額

○事業手法の選択 ○民間事業者に対す
るインセンティブの不
足

○事業会社の新規設
立に関する調整等

○関係省庁への手続
き

○土地の活用手法

○関係省庁への手続
き

○関係者間の意見調
整

○定期借地権の存続
期間

○建設・運営協定締
結に関する手続き、費
用負担
　　　　　　　　　　　　　　
○関連する市町村の
意思統一

○NPOに対する委託
金額の見直し

○具体的な役割分担･
リスク分担の調整

○民間事業者に対す
るインセンティブの付
与

○今後の事業におけ
る資金確保

○顧客の確保 ○宿泊施設を整備・
運営する民間事業者
の確保

○市民サービスの向
上

○検討中の収益事業
を行う場合における当
該事業の安定性

　　　　　　　　　　　　　
○周辺環境悪化に対
する対応

○NPOの事業運営
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(3)　創意工夫による事業スキームの構築

　具体的な事業スキームの構築に当たっては、様々な事業手法の併用、市民資金の活用

（寄付、出資等）、中長期的な運営リスクに備えた基金の設置、メザニンファイナンス等

の活用など、事業の性格や採算性、地域の実情等を踏まえた多様な創意工夫やアレンジ

が施されており、事業運営の安定化が図られている。

(4)　役割分担の明確化

　従来の官民パートナーシップは、前記のとおり、一般的に行政と民間主体間の役割分

担が不明確であったのに対し、建設・運営・資金調達別の役割分担の明確化が進んでい

る。

　一方、リスク分担を中心に関係者間の詳細な役割分担にまで踏み込んでいる事業は、

全般的にみれば未だ少ない段階にある。その中で、中長期的な事業運営の安定化･円滑化

を図るべく、ＰＦＩそのものは導入しないまでも、ＰＦＩの精神を尊重し、役割分担や

リスク分担の協定・契約による明確化、手続きの透明化を図る動きが顕在化しつつある

点は注目される。また、その場合には、民間主体等により公共サービスが計画どおり提

供されているか、行政がモニタリングしていく役割を担う形がとられている。

(5)　ＮＰＯとの連携

　公民パートナーシップの連携主体として、民間企業･団体のみならず、ＮＰＯの活用も

進んでおり、財政負担の軽減、事業運営の柔軟化、行政と市民の協働の促進等に寄与し

ている。

(6)　ノウハウ不足、関係者間の調整等に課題

　公民パートナーシップ導入に際しては、実際的なノウハウの不足、行政と民間主体間

の調整のほか、議会対応、関係省庁との調整等が大きな障害になっている。また、協定・

契約によるリスク分担の明確化を図る場合については、手続きの煩雑性や資金負担も大

きな課題となっている。



- 87 -

５．公民パートナーシップ活用の基本方向

　財政制約や住民ニーズの高度化・多様化が進行する下で、今後各地域においては、Value

for Money（ＶＦＭ）の実現を通じ、財政負担の軽減及び住民サービスの向上を図ってい

く必要がある。そのためには、従来の中間領域に加えて、これまで行政が主体となって対

応してきた公共領域に、公民パートナーシップを積極的に活用していくことが極めて重要

になってこよう。

　こうした公民パートナーシップの活用に当たっては、従前の反省、最近の新しい流れ等

を踏まえ、以下の方向で対応する必要がある。

(1)　適切な事業手法の選択

　先ず、該当する事業が、公共領域、中間領域、民間領域のどの領域に属するものかを

的確に把握することが必要であり、それも踏まえた公共関与の必要性について吟味する

ことが求められる。その上で、こうした当該事業の性格や公共関与の必要度合いに加え、

事業規模、地域の実情などについて総合的に勘案し、最も適した手法を選択することが

必要になろう。

　その際、如何にして民間主体等を最大限に活用するかについて検討することが要請さ

れる。特に、サービスの供給・購入ともに民間が主体となる方式は事業採算性等の面か

ら必ずしも導入が適わない場合があるとみられる一方で、民間にサービス供給を委ねな

がらも行政がその一次的な購入主体となる方式については導入可能性が高いと考えられ、

こうした方式の活用について積極的に検討する姿勢が重要になろう。

(2)　オーダーメードによる事業スキームの構築

　具体的な事業スキームの構築に当たっては、事業採算性の確保、キャッシュフローの

確保などを通じた事業運営の安定化を図るべく、資金調達面を含めた多様な創意工夫を

図り、事業の性格、住民ニーズ、地域の実情などを踏まえたオーダーメード型の対応を

進める必要がある。

(3)　関係者間における具体的な役割分担等の明確化と透明性の確保

　中長期的な事業の安定化･円滑化を図るため、必ずしもＰＦＩの導入に拘泥する必要は

ないが、①関係者間における適切な役割分担・リスク分担をより具体的に行い、それを

協定・契約等により明確化すること、②手続き面において透明性を確保することなど、

ＰＦＩの趣旨を尊重した事業展開を図ることが必要である。

　また、その際には、民間主体等により公共サービスが計画どおり提供されているか適
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切にモニタリングしていくことが、行政サイドの重要な役割となる。

(4)　ＮＰＯなど多様な主体の参加と対等なパートナーシップの確保

　民間企業･団体のみならず、ＮＰＯ等の参画も重視する必要がある。非営利団体である

ＮＰＯを活用することにより行政サイドにおける財政負担の軽減が図り得る一方、市民

参加による住民ニーズに即した地域経営の実現、市民の自己実現にも寄与していくと考

えられる。

　また、参画する行政、民間企業･団体、ＮＰＯ等において真の意味でのパートナーシッ

プを構築し、上下関係をつくらないよう、また一つの主体に受益あるいは負担が偏重す

ることのないよう努める必要がある。

(5)　情報・ノウハウの共有化

　公民パートナーシップの円滑な活用を図るため、地方公共団体間等において公民パー

トナーシップの手法、スキーム、具体手続きなどに関する情報・ノウハウを共有化し、

活用ノウハウの向上を図るとともに、住民・議会を含めた多くの関係者の理解も深めて

いく必要があろう。



- 89 -



- 90 -

参考文献

井熊均（2002）「ＰＦＩ事業の基本」綜合ユニコム『ＰＦＩ事業の実践マニュアル』

大住荘四郎（1999）『ニュー・パブリック・マネジメント　理念・ビジョン･戦略』日本評

　論社

大住荘四郎（2002）『パブリック・マネジメント』日本評論社

建設省住宅局住宅整備課（1998）『公営住宅借上げマニュアル』公共住宅事業者等連絡協

　議会

佐野修久（2000）「地域の財政依存構造」日本政策投資銀行地域政策研究センター『地域

　政策研究』vol.3

佐野修久（2001）「地域経済における財政依存の現状と地域経済的要因」中国地方総合研

　究センター『季刊中国総研』2001vol.5-2NO.15

地域活性化センター（2001）『住民参加による魅力ある公共施設づくり』

日本開発銀行ＰＦＩ研究会（1998）『ＰＦＩと事業化手法』金融財政事情研究会

日本政策投資銀行地域企画チーム（2001）『自立する地域』ぎょうせい

日本政策投資銀行地域企画部（2000）「地域づくり型観光の実現に向けて－地域振興策と

　しての観光の方向性－」『地域レポート』VOL.3

野口悠紀雄（1984）『公共政策』（岩波書店）

林宜嗣（1995）『地方分権の経済学』日本評論社

北東公庫公民連携研究会（1999）『公民連携による新たな地域創造』ぎょうせい

北海道グリーンファンド（1999）『グリーン電力』コモンズ

北海道東北開発公庫（1998）『実例　官民パートナーシップ･プロジェクト』大蔵省印刷局

宮脇淳（1999）『「公共経営」の創造』ＰＨＰ研究所

渡辺昌昭（1994）『借地権』（中央経済社）



- 91 -

付　　　　表



- 92 -

平 成 １ ３ 年 ６ 月             

日本政策投資銀行北海道支店

付表－１　　　「北海道における公民連携の動向」に関するアンケート調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ご記入上の注意）

１． 公民連携とは社会資本整備、行政サービスの提供等に当たり、民間企業、ＮＰＯ等を活用して実施したものを指します。

従って、政策形成過程における委員会への民間企業の参加、自治体による産学連携のコーディネート等は含まれま

せん。また、公共事業において、単に民間企業者が建設土木工事を請け負う場合も含まれません。

２． 個別の市町村名は記載しませんが、記入頂いた内容は、公表することを前提としております。

３． 調査票は７月６日（金）までに、同封の返信用封筒又はＦＡＸにて、弊行地域支援担当宛にご返送下さい。

　　（ＦＡＸ番号：０１１－２２２－５３１７）

【本調査に関するお問い合わせは下記までお願いします】

日本政策投資銀行　北海道支店　地域支援担当　：　坂井、
コザキ

小崎 　（TEL 011-241-4116  FAX 011-222-5317）

　後日、アンケート内容について弊行よりご連絡をさせていただく時のため、下記の記入をお願いします。

○市町村名

○担当部署　　　　　　　　　　　部　　　　　　　　　　　課　　　　　　　　　　　係　 　○役職・担当者名
○連絡先電話番号　　　　　　　－　　　　　－　　　　　　　　（内線　　　　　　　）　○FAX番号　　　　　　　－　　　　　－

●貴市町村における公民連携の動向についてお尋ねします。

Ⅰ．公民連携の現状

１．　最近の２０年間に、民間企業と連携した、社会資本整備等の事業・プロジェクト、行政サービスを行ったことはありま

すか。

ア．ある　　イ．ない

２．(１)　アと回答された方にお尋ねします。それはどのような分野ですか。また、その際、どのような形態で公民連携を行
いましたか。次の表に、分野別に該当する形態すべてについて○を記入して下さい。

（分野） （形態）
　①．庁舎・宿舎等（市町村役場庁舎等） 　ア．出資・出捐（第三セクター、財団法人等）

　②．教育・文化（学校、学校給食、図書館、博物館等） 　イ．役職員派遣

　③．都市開発（商業施設、業務施設、駐車場、上下水道、公園、 　ウ．公設民営（公的施設の建設・所有は公共、管理運営は民間）

　　　住宅等） 　エ．ＰＦＩ（公的施設の設計・建設・資金調達・管理運営を民間

　④．環境・エネルギー（廃棄物処理、リサイクル、熱供給、電力、 　　　の資金やノウハウを活用し整備）

　　　ガス等） 　オ．ＢＴＯ（公的施設を民間が建設後、所有を公共へ移すが管理

　⑤．医療・福祉（病院、老人ホーム等） 　　　運営は民間）

　⑥．情報・通信（情報通信網、ＣＡＴＶ、コミュニティーＦＭ、 　カ．ＢＯＴ（公的施設を民間が建設・所有・管理運営を行い、

　　　ニューメディアセンター、テレコムセンター等） 　　　契約期間終了後、公共へ移転）

　⑦．観光・レクレーション（温泉施設、スポーツ施設、テーマ 　キ．建築物の民間企業との合築整備

　　　パーク等） 　ク．民間事業に関連したインフラ整備

　⑧．研究（研究施設、インキュベーター施設等） 　ケ．公有地信託

　⑨．交通・運輸（バス、鉄道、港湾、空港、物流ターミナル等） 　コ．民間企業への土地・建物・備品等を無料或いは低料金で貸与

　⑩．その他 　サ．行政サービスの民間委託（施設の管理運営等上記に該当する

　　　ものを除く）

　シ．その他
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形態

分野 ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ サ シ

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　(２)　（分野）（形態）の「その他」に○を記入された方にお尋ねします。それはどのような内容ですか。
（記載例：分野①のその他の形態は□□□□□）

　　　

３．（１）こうした民間企業と連携した事業・プロジェクトや行政サービスの提供に当たり、ＮＰＯ等と

　　　　連携したことはありますか。

　　　　ア．ある　　イ．ない

　 （２）アと回答された方にお尋ねします。それはどのような分野、形態ですか。
　　　　２．で示した分野、形態の選択肢から回答して下さい。（記載例：⑤コ、⑨ア）

４．　最近の実施した公民連携事例のうち、特徴的な事業等の概要を２事例程度記入して下さい。なお、関連する資料があれば、

それで代替していただいて結構です。

Ⅱ．公民連携の今後の予定

１．　今後、民間企業と連携した、社会資本整備等の事業・プロジェクト、行政サービスを行う予定はありますか。

ア．予定している　　イ．検討している　　ウ．ない

２．(１)　ア、イと回答された方にお尋ねします。それはどのような分野で予定していますか。また、その際、どのような形態
で公民連携を行う予定ですか。分野別に該当する形態すべてに○を記入して下さい。その際、Ⅰ．２．の選択肢を参照して

下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  

                                                                            裏面へ続く

　　　　

　　　

形態

分野 ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ サ シ

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩
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　 （２）（分野）（形態）の「その他」に○を記入された方にお尋ねします。それはどのような内容ですか。
（記載例：形態アのその他の分野は□□□□□）

　　　

　 （３）（１）でエの列（ＰＦＩ）に○印を記入された方にお尋ねします。それはどのようなタイプですか。
ア． サービス購入型（民間部門が施設の建設・管理運営を行い、公共サービスの提供をする。コストは公共よりサービス料として回収。）

イ． 独立採算型（公共から許可を受けた民間部門が施設の建設・管理運営を行い、その投資コストを民間利用者からの料金等によって回収。）

ウ． ジョイントベンチャー型（公民双方の資金を用いて施設の整備を行い、管理運営は民間が主導。）

３．（１）こうした民間企業と連携した事業・プロジェクトや行政サービスの提供に当たり、今後、ＮＰＯ

        等と連携する予定はありますか。
　　　　　ア．予定している　　イ．検討している　　ウ．検討の対象となりうる　　エ．考えられない

　 （２）ア、イと回答された方にお尋ねします。それはどのような分野、形態ですか。Ⅰ．２．で示した分野、形態の選択肢
から回答して下さい。（記載例：⑤コ、⑨ア）

４．　実施を予定している公民連携事例のうち、特徴的な事業等の概要を２事例程度記入して下さい。なお、関連する資料があ

れば、それで代替していただいて結構です。

Ⅲ．公民連携の効果と課題

　

1.  公民連携により、どのような効果を期待しますか。３つ以内で回答して下さい。
ア．運営の効率化による財政支出の軽減　　　　　　　  　　イ．サービスの向上

 　 ウ．行政にはない民間の専門技術・ノウハウの活用　　　　　 エ．多様化する住民ニーズに沿った柔軟で機動的な運営
　　オ．民間企業の育成・新規事業の創出　　　　　　　　　　　 カ．職員数の減少への対応
キ．保有資産の有効活用 　　　　　　　　　　　　　 　　   ク．その他（具体例：        　　 　 　　　　　　　 　     ）

2.  公民連携を行うに当たり、どのような点がハードル・課題となりますか。３つ以内
　　で回答して下さい。

ア．法令上の制限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ．連携する民間企業の欠如・不足

ウ．議会対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ．民間との調整の困難性

オ．職員・労働組合による処遇問題等についての抵抗　　　　カ．事業採算性の確保

キ．サービスの低下、事業継続の不安定性等、政策性確保の困難さ　ク．インセンティブの不足

ケ．事務手続きの煩雑さ　　　　　　　　　　　　　　　　　コ．今後の財政負担・事務負担の増大に対する懸念

サ．役割・リスク分担・責任所在の不明確さ　　　　　　　　シ．その他（具体例：　　　  　 　　　　　　　　　        ）

●公民連携に関連し、特に貴市町村における公営事業の民営化の動向についてお尋ねします。

Ⅳ．公営事業の民営化の現状

１．　　これまでに、貴市町村では公営事業を民営化したことはありますか。

　ア．民営化した実績がある　　イ．現在民営化の途上である（民営化を決定したが、まだ民営化手続に入っていない段階のものを除く）

　　

２． 　それはどのような事業分野ですか。

　①．上水道事業　　　　　②．病院事業　　　　　③．簡易水道事業　　　　④．工業用水道事業　　　⑤．交通事業

　⑥．ガス事業　　　 　　　⑦．下水道事業　　   ⑧．港湾整備事業　　　 ⑨．市場事業　　　　　　　⑩．観光施設事業
　⑪．宅地造成事業     ⑫．電気事業　　　 　 ⑬．と畜場事業　　　　   ⑭．駐車場整備事業  　
⑮その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                 　　　 ）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ．

　　　　ア．民営化した事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 イ．民営化途上の事業

３．　　公営事業を民営化した目的は何ですか。３つ以内で回答して下さい。

　　　　ア．事業の民間への移行による財政支出の軽減　　　　　　　　　 イ．サービス水準の向上
　ウ．行政にはない民間の専門技術・ノウハウの活用　　　　　　　　エ．多様化する住民ニーズに沿った柔軟で機動的な運営

　オ．民間企業の創出・育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ．職員数の減少への対応

キ．その他（具体例： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                               　）

４．　実際に公営事業を民間化して、どのような効果がありましたか。３つ以内で

　　　回答して下さい。

　　　ア．事業の民間への移行による財政支出の軽減　　　　　　　　　 イ．サービス水準の向上
　ウ．行政にはない民間の専門技術・ノウハウの活用　　　　　　　　エ．多様化する住民ニーズに沿った柔軟で機動的な運営

　オ．民間企業の創出・育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ．職員数の減少への対応

　キ．その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　                                                           　）

５．　　公営事業を民営化するに当たり、どのような点が課題になりましたか。３つ以内で回

     答して下さい。
　　　 ア．法令上の制限                 　　　　　　　　　　　 　　　　　　イ．事業の受け入れ先になりうる民間企業の欠如・不足
ウ．議会対応                       　　　　　　　　　　　　　　　　　エ．民間との調整の困難性
オ．職員・労働組合による処遇問題等についての抵抗　　　　　　　カ．事業採算性の確保

キ．サービスの低下、事業継続の不安定性等、政策性確保の困難さ　　　ク．民営化する事務手続きの煩雑さ

　　　ケ．民営化後の財政負担、事務負担の増大に対する懸念　　　　  コ．その他（具体例：       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

Ⅴ．公営事業民営化の予定

１． 　今後、公営事業を民営化する予定はありますか。選択肢に応じ、Ⅳ．２．で示した事業分野を記入して下さい。

　　　　（記載例：ア．民営化を予定している　　①,②　　）

ア．民営化を予定している

　　　　イ．民営化を検討している

　　　　ウ．民営化の検討対象となりうる

　　　 エ．民営化は考えられない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２． 　１．でア～ウと回答された方にお尋ねします。公営事業を民営化する目的は

　　　何ですか。３つ以内で回答して下さい。

　　　　ア．事業の民間への移行による財政支出の軽減　　　　　　　　　　 イ．サービス水準の向上
　ウ．行政にはない民間の専門技術・ノウハウの活用　　　　　　　　　エ．多様化する住民ニーズに沿った柔軟で機動的な運営

　オ．民間企業の創出・育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ．職員数の減少への対応

キ．その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３． すべての市町村にお尋ねします。公営事業を民営化するに当たり、どのような

　　点がハードル・課題となりますか。３つ以内で回答して下さい。

　　　 ア．法令上の制限                 　　　　　　　　　　　 　　　　　　 イ．事業の受け入れ先になりうる民間企業の欠如・不足
     ウ．議会対応                       　　　　　　　　　　　　　　　　　エ．民間との調整の困難性
オ．職員・労働組合による処遇問題等についての抵抗　　　　　　　カ．事業採算性の確保

キ．サービスの低下、事業継続の不安定性等、政策性確保の困難さ　　　ク．民営化する事務手続きの煩雑さ

 ケ．民営化後の財政負担、事務負担の増大に対する懸念　　　　　コ．その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

   ご協力ありがとうございました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　



付表－２　「公民連携の動向」についてのアンケート集計結果

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
調査対象市町村数 212 100.0% 34 100.0% 178 100.0%
回答市町村数 195 92.0% 34 100.0% 161 90.4%

Ⅰ公民連携の現状

1.　最近の20年間に、民間企業と連携した、社会資本整備等の事業・プロジェクト、行政サービスを行ったことはありますか。

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 195 100.0% 34 100.0% 161 100.0%
ア．ある 91 46.7% 33 97.1% 58 36.0%
イ．ない 104 53.3% 1 2.9% 103 64.0%
NA 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

         
（全市町村数）

ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 延市町村 実施市町村
①．庁舎・宿舎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 2
②．教育・文化 10 4 7 0 1 0 0 2 0 3 5 2 34 22
③．都市開発 15 5 8 0 1 0 3 4 1 3 3 0 43 26
④．環境・エネ 11 1 2 0 1 0 0 2 1 4 12 1 35 21
⑤．医療・福祉 7 5 12 0 0 0 1 2 0 8 9 1 45 29
⑥．情報・通信 6 1 2 0 0 0 1 0 0 2 2 0 14 9
⑦．観光・レク 48 12 30 0 1 0 1 1 0 3 5 1 102 62
⑧．研究 5 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 9 7
⑨．交通・運輸 8 4 1 0 0 0 1 2 0 3 12 1 32 20
⑩．その他 8 3 4 0 0 0 0 0 0 0 3 1 19 12
延市町村 118 36 67 0 4 0 7 13 2 28 53 7
実施市町村 69 20 45 0 4 0 4 9 2 22 28 6
（全市町村割合）

ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 実施市町村
①．庁舎・宿舎 0.0% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 0.0% 2.2%
②．教育・文化 11.0% 4.4% 7.7% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 2.2% 0.0% 3.3% 5.5% 2.2% 24.2%
③．都市開発 16.5% 5.5% 8.8% 0.0% 1.1% 0.0% 3.3% 4.4% 1.1% 3.3% 3.3% 0.0% 28.6%
④．環境・エネ 12.1% 1.1% 2.2% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 2.2% 1.1% 4.4% 13.2% 1.1% 23.1%
⑤．医療・福祉 7.7% 5.5% 13.2% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 2.2% 0.0% 8.8% 9.9% 1.1% 31.9%
⑥．情報・通信 6.6% 1.1% 2.2% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 2.2% 2.2% 0.0% 9.9%
⑦．観光・レク 52.7% 13.2% 33.0% 0.0% 1.1% 0.0% 1.1% 1.1% 0.0% 3.3% 5.5% 1.1% 68.1%
⑧．研究 5.5% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.2% 1.1% 0.0% 7.7%
⑨．交通・運輸 8.8% 4.4% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 2.2% 0.0% 3.3% 13.2% 1.1% 22.0%
⑩．その他 8.8% 3.3% 4.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.3% 1.1% 13.2%
実施市町村 75.8% 22.0% 49.5% 0.0% 4.4% 0.0% 4.4% 9.9% 2.2% 24.2% 30.8% 6.6%

（うち市数）
ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 延市 実施市

①．庁舎・宿舎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1
②．教育・文化 7 3 6 0 1 0 0 2 0 2 3 0 24 13
③．都市開発 12 4 3 0 1 0 3 1 1 0 1 0 26 15
④．環境・エネ 7 1 2 0 1 0 0 1 1 2 5 1 21 11
⑤．医療・福祉 5 3 4 0 0 0 0 0 0 5 3 1 21 12
⑥．情報・通信 5 1 2 0 0 0 1 0 0 0 2 0 11 6
⑦．観光・レク 19 9 10 0 0 0 0 1 0 0 2 0 41 21
⑧．研究 3 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 6 4
⑨．交通・運輸 7 3 1 0 0 0 1 0 0 2 2 0 16 7
⑩．その他 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 7 5
延市 69 27 28 0 3 0 5 5 2 13 20 2
実施市 31 13 15 0 3 0 3 4 2 9 7 2
（うち市割合）

ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 実施市
①．庁舎・宿舎 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 3.0%
②．教育・文化 21.2% 9.1% 18.2% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 6.1% 9.1% 0.0% 39.4%
③．都市開発 36.4% 12.1% 9.1% 0.0% 3.0% 0.0% 9.1% 3.0% 3.0% 0.0% 3.0% 0.0% 45.5%
④．環境・エネ 21.2% 3.0% 6.1% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 3.0% 3.0% 6.1% 15.2% 3.0% 33.3%
⑤．医療・福祉 15.2% 9.1% 12.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 15.2% 9.1% 3.0% 36.4%
⑥．情報・通信 15.2% 3.0% 6.1% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 18.2%
⑦．観光・レク 57.6% 27.3% 30.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 63.6%
⑧．研究 9.1% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 0.0% 12.1%
⑨．交通・運輸 21.2% 9.1% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 6.1% 6.1% 0.0% 21.2%
⑩．その他 12.1% 6.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 15.2%
実施市 93.9% 39.4% 45.5% 0.0% 9.1% 0.0% 9.1% 12.1% 6.1% 27.3% 21.2% 6.1%

2.（１）　アと回答された方にお尋ねします。それはどのような分野ですか。また、その際、どのような形態で公民連携を行いましたか。次の表
に、分野別に該当する形態すべてについて○を記入して下さい。
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（うち町村数）
ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 延町村 実施町村

①．庁舎・宿舎 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1
②．教育・文化 3 1 1 0 0 0 0 0 0 1 2 2 10 9
③．都市開発 3 1 5 0 0 0 0 3 0 3 2 0 17 11
④．環境・エネ 4 0 0 0 0 0 0 1 0 2 7 0 14 10
⑤．医療・福祉 2 2 8 0 0 0 1 2 0 3 6 0 24 17
⑥．情報・通信 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 3 3
⑦．観光・レク 29 3 20 0 1 0 1 0 0 3 3 1 61 41
⑧．研究 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3 3
⑨．交通・運輸 1 1 0 0 0 0 0 2 0 1 10 1 16 13
⑩．その他 4 1 4 0 0 0 0 0 0 0 2 1 12 7
延町村 49 9 39 0 1 0 2 8 0 15 33 5
実施町村 38 7 30 0 1 0 1 5 0 13 21 4
（うち町村割合）

ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 実施町村
①．庁舎・宿舎 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7%
②．教育・文化 5.2% 1.7% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 3.4% 3.4% 15.5%
③．都市開発 5.2% 1.7% 8.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.2% 0.0% 5.2% 3.4% 0.0% 19.0%
④．環境・エネ 6.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 3.4% 12.1% 0.0% 17.2%
⑤．医療・福祉 3.4% 3.4% 13.8% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 3.4% 0.0% 5.2% 10.3% 0.0% 29.3%
⑥．情報・通信 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 0.0% 0.0% 5.2%
⑦．観光・レク 50.0% 5.2% 34.5% 0.0% 1.7% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 5.2% 5.2% 1.7% 70.7%
⑧．研究 3.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 5.2%
⑨．交通・運輸 1.7% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 0.0% 1.7% 17.2% 1.7% 22.4%
⑩．その他 6.9% 1.7% 6.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 1.7% 12.1%
実施町村 65.5% 12.1% 51.7% 0.0% 1.7% 0.0% 1.7% 8.6% 0.0% 22.4% 36.2% 6.9%

（分野） （形態）
　①．庁舎・宿舎等（市町村役場庁舎等） 　ア．出資・出捐（第三セクター、財団法人等）

　②．教育・文化（学校、学校給食、図書館、博物館等） 　イ．役職員派遣

　③．都市開発（商業施設、業務施設、駐車場、上下水道、公園、住宅等） 　ウ．公設民営（公的施設の建設・所有は公共、管理運営は民間）

　④．環境・エネルギー（廃棄物処理、リサイクル、熱供給、電力、ガス等） 　エ．ＰＦＩ（公的施設の設計・建設・資金調達・管理運営を民間の資金やノウハウを活用し整備）

　⑤．医療・福祉（病院、老人ホーム等） 　オ．ＢＴＯ（公的施設を民間が建設後、所有を公共へ移すが管理運営は民間）

　⑥．情報・通信（情報通信網、CATV、ｺﾐｭﾆﾃｨｰFM、ﾆｭｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ、ﾃﾚｺﾑｾﾝﾀｰ等） 　カ．ＢＯＴ（公的施設を民間が建設・所有・管理運営を行い、契約期間終了後、公共へ移転）

　⑦．観光・レクレーション（温泉施設、スポーツ施設、テーマパーク等） 　キ．建築物の民間企業との合築整備

　⑧．研究（研究施設、インキュベーター施設等） 　ク．民間事業に関連したインフラ整備　　　

　⑨．交通・運輸（バス、鉄道、港湾、空港、物流ターミナル等） 　ケ．公有地信託

　⑩．その他 　コ．民間企業への土地・建物・備品等を無料或いは低料金で貸与　

　サ．行政サービスの民間委託（施設の管理運営等上記に該当するものを除く）

　シ．その他　　

2.（2）　（分野）（形態）の「その他」に○を記入された方にお尋ねします。それはどのような内容ですか。

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 9 4.6% 3 8.8% 6 3.7%

3.(1)　こうした民間企業と連携した事業・プロジェクトや行政サービスの提供に当り、ＮＰＯ等と連携したことはありますか。 

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 195 100.0% 34 100.0% 161 100.0%
ア．ある 6 3.1% 3 8.8% 3 1.9%
イ．ない 159 81.5% 28 82.4% 131 81.4%
NA 30 15.4% 3 8.8% 27 16.8%

3.（2）　アと回答された方にお尋ねします。それはどのような分野、形態ですか。2.で示した分野、形態の選択肢から回答して下さい。

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 6 100.0% 3 100.0% 3 100.0%
②ウ（教育・文化－公設民営） 2 33.3% 2 66.7% 0 0.0%
②サ（教育・文化－民間委託） 1 16.7% 1 33.3% 0 0.0%
②シ（教育・文化－その他） 2 33.3% 0 0.0% 2 66.7%
④サ（環境・エネ－民間委託） 1 16.7% 0 0.0% 1 33.3%
⑤サ（医療・福祉－民間委託） 1 16.7% 1 33.3% 0 0.0%
⑩サ（その他－民間委託） 1 16.7% 1 33.3% 0 0.0%

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 31 15.9% 14 41.2% 19 11.8%

4.　最近の実施した公民連携事例のうち、特徴的な事業等の概要を2事例程度記入して下さい。なお、関連する資料があれば、それで代替し
ていただいて結構です。
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Ⅱ公民連携の今後の予定

1.　今後、民間企業と連携した社会資本整備等の事業・プロジェクト、行政サービスを行う予定はありますか。

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合 うち実績あり 割合 うち実績なし 割合
N 195 100.0% 34 100.0% 161 100.0% 91 100.0% 104 100.0%
ア．予定している 12 6.2% 6 17.6% 6 3.7% 11 12.1% 1 1.0%
イ．検討している 47 24.1% 16 47.1% 31 19.3% 36 39.6% 11 10.6%
ウ．ない 134 68.7% 11 32.4% 123 76.4% 43 47.3% 91 87.5%
NA 2 1.0% 1 2.9% 1 0.6% 1 1.1% 1 1.0%

　　　　
（全市町村数）

ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 延市町村 実施市町村
①．庁舎・宿舎 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 7 7
②．教育・文化 0 0 3 6 1 0 0 0 0 0 5 0 15 11
③．都市開発 1 0 3 6 1 1 1 3 0 0 1 0 17 13
④．環境・エネ 1 0 0 5 1 2 0 0 0 0 1 0 10 7
⑤．医療・福祉 0 0 4 7 2 2 0 0 0 1 6 2 24 17
⑥．情報・通信 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 4 3
⑦．観光・レク 5 1 8 3 0 1 1 2 0 2 3 0 26 19
⑧．研究 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑨．交通・運輸 1 1 0 2 1 0 1 1 0 0 5 0 12 9
⑩．その他 0 0 0 2 0 0 2 1 0 0 0 2 7 5
延市町村 9 2 19 38 6 6 5 8 0 3 21 5
実施市町村 8 1 17 24 3 3 5 8 0 3 15 5
（全市町村割合）

ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 実施市町村
①．庁舎・宿舎 0.0% 0.0% 0.0% 11.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 11.9%
②．教育・文化 0.0% 0.0% 5.1% 10.2% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.5% 0.0% 18.6%
③．都市開発 1.7% 0.0% 5.1% 10.2% 1.7% 1.7% 1.7% 5.1% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 22.0%
④．環境・エネ 1.7% 0.0% 0.0% 8.5% 1.7% 3.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 11.9%
⑤．医療・福祉 0.0% 0.0% 6.8% 11.9% 3.4% 3.4% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 10.2% 3.4% 28.8%
⑥．情報・通信 1.7% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 5.1%
⑦．観光・レク 8.5% 1.7% 13.6% 5.1% 0.0% 1.7% 1.7% 3.4% 0.0% 3.4% 5.1% 0.0% 32.2%
⑧．研究 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
⑨．交通・運輸 1.7% 1.7% 0.0% 3.4% 1.7% 0.0% 1.7% 1.7% 0.0% 0.0% 8.5% 0.0% 15.3%
⑩．その他 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 0.0% 0.0% 3.4% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 8.5%
実施市町村 13.6% 1.7% 28.8% 40.7% 5.1% 5.1% 8.5% 13.6% 0.0% 5.1% 25.4% 8.5%

（うち市数）
ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 延市 実施市

①．庁舎・宿舎 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4
②．教育・文化 0 0 2 2 1 0 0 0 0 0 4 0 9 7
③．都市開発 1 0 2 4 1 1 1 2 0 0 1 0 13 9
④．環境・エネ 0 0 0 3 1 1 0 0 0 0 1 0 6 4
⑤．医療・福祉 0 0 0 4 2 2 0 0 0 0 0 0 8 4
⑥．情報・通信 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑦．観光・レク 2 1 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 6 3
⑧．研究 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑨．交通・運輸 1 1 0 2 1 0 1 1 0 0 1 0 8 5
⑩．その他 0 0 0 2 0 0 2 1 0 0 0 2 7 5
延市 4 2 4 22 6 5 4 4 0 0 8 2
実施市 3 1 3 9 3 2 4 4 0 0 6 2
（うち市割合）

ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 実施市
①．庁舎・宿舎 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2%
②．教育・文化 0.0% 0.0% 9.1% 9.1% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 31.8%
③．都市開発 4.5% 0.0% 9.1% 18.2% 4.5% 4.5% 4.5% 9.1% 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 40.9%
④．環境・エネ 0.0% 0.0% 0.0% 13.6% 4.5% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 18.2%
⑤．医療・福祉 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 9.1% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2%
⑥．情報・通信 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
⑦．観光・レク 9.1% 4.5% 0.0% 4.5% 0.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 13.6%
⑧．研究 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
⑨．交通・運輸 4.5% 4.5% 0.0% 9.1% 4.5% 0.0% 4.5% 4.5% 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 22.7%
⑩．その他 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 9.1% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 22.7%
実施市 13.6% 4.5% 13.6% 40.9% 13.6% 9.1% 18.2% 18.2% 0.0% 0.0% 27.3% 9.1%

2.（1）　ア、イと回答された方にお尋ねします。それはどのような分野で予定していますか。また、その際、どのような形態で公民連携を行う予
定ですか。分野別に該当する形態すべてに○を記入して下さい。
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（うち町村数）
ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 延町村 実施町村

①．庁舎・宿舎 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3
②．教育・文化 0 0 1 4 0 0 0 0 0 0 1 0 6 4
③．都市開発 0 0 1 2 0 0 0 1 0 0 0 0 4 4
④．環境・エネ 1 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 4 3
⑤．医療・福祉 0 0 4 3 0 0 0 0 0 1 6 2 16 13
⑥．情報・通信 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 4 3
⑦．観光・レク 3 0 8 2 0 0 1 2 0 2 2 0 20 16
⑧．研究 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑨．交通・運輸 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 4 4
⑩．その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
延町村 5 0 15 16 0 1 1 4 0 3 13 3
実施町村 5 0 14 15 0 1 1 4 0 3 9 3
（うち町村割合）

ア．出資・出捐 イ．役職員派遣 ウ．公設民営 エ．PFI オ．BTO カ．BOT キ．合築整備 ク．インフラ整備 ケ．公有地信託 コ．土地等貸与 サ．民間委託 シ．その他 実施町村
①．庁舎・宿舎 0.0% 0.0% 0.0% 8.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.1%
②．教育・文化 0.0% 0.0% 2.7% 10.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.7% 0.0% 10.8%
③．都市開発 0.0% 0.0% 2.7% 5.4% 0.0% 0.0% 0.0% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.8%
④．環境・エネ 2.7% 0.0% 0.0% 5.4% 0.0% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.1%
⑤．医療・福祉 0.0% 0.0% 10.8% 8.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.7% 16.2% 5.4% 35.1%
⑥．情報・通信 2.7% 0.0% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0% 2.7% 8.1%
⑦．観光・レク 8.1% 0.0% 21.6% 5.4% 0.0% 0.0% 2.7% 5.4% 0.0% 5.4% 5.4% 0.0% 43.2%
⑧．研究 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
⑨．交通・運輸 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.8% 0.0% 10.8%
⑩．その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
実施町村 13.5% 0.0% 37.8% 40.5% 0.0% 2.7% 2.7% 10.8% 0.0% 8.1% 24.3% 8.1%

（分野） （形態）
　①．庁舎・宿舎等（市町村役場庁舎等） 　ア．出資・出捐（第三セクター、財団法人等）

　②．教育・文化（学校、学校給食、図書館、博物館等） 　イ．役職員派遣

　③．都市開発（商業施設、業務施設、駐車場、上下水道、公園、住宅等） 　ウ．公設民営（公的施設の建設・所有は公共、管理運営は民間）

　④．環境・エネルギー（廃棄物処理、リサイクル、熱供給、電力、ガス等） 　エ．ＰＦＩ（公的施設の設計・建設・資金調達・管理運営を民間の資金やノウハウを活用し整備）

　⑤．医療・福祉（病院、老人ホーム等） 　オ．ＢＴＯ（公的施設を民間が建設後、所有を公共へ移すが管理運営は民間）

　⑥．情報・通信（情報通信網、CATV、ｺﾐｭﾆﾃｨｰFM、ﾆｭｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ、ﾃﾚｺﾑｾﾝﾀｰ等） 　カ．ＢＯＴ（公的施設を民間が建設・所有・管理運営を行い、契約期間終了後、公共へ移転）

　⑦．観光・レクレーション（温泉施設、スポーツ施設、テーマパーク等） 　キ．建築物の民間企業との合築整備

　⑧．研究（研究施設、インキュベーター施設等） 　ク．民間事業に関連したインフラ整備　　　

　⑨．交通・運輸（バス、鉄道、港湾、空港、物流ターミナル等） 　ケ．公有地信託

　⑩．その他 　コ．民間企業への土地・建物・備品等を無料或いは低料金で貸与　

　サ．行政サービスの民間委託（施設の管理運営等上記に該当するものを除く）

　シ．その他　　

2.（2）　（分野）（形態）の「その他」に○を記入された方にお尋ねします。それはどのような内容ですか。

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 9 15.3% 5 22.7% 4 10.8%

2.（3）　（1）でエの列（PFI）に○印を記入された方にお尋ねします。それはどのようなタイプですか。

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 24 100.0% 9 100.0% 15 100.0%
ア．サービス購入型 13 54.2% 6 66.7% 7 46.7%
イ．独立採算型 1 4.2% 0 0.0% 1 6.7%
ウ．ジョイントベンチャー型 2 8.3% 0 0.0% 2 13.3%
NA 8 33.3% 3 33.3% 5 33.3%

3.（1）　こうした民間企業と連携した事業・プロジェクトや行政サービスの提供に当り、今後、ＮＰО等と連携する予定はありますか。

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 195 100.0% 34 100.0% 161 100.0%
ア．予定している 1 0.5% 1 2.9% 0 0.0%
イ．検討している 4 2.1% 0 0.0% 4 2.5%
ウ．検討の対象となりうる 128 65.6% 25 73.5% 103 64.0%
エ．考えられない 26 13.3% 2 5.9% 24 14.9%
NA 36 18.5% 6 17.6% 30 18.6%

3.（2）　ア、イと回答された方にお尋ねします。それはどのような形態ですか。

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 5 100.0% 1 100.0% 4 100.0%
⑤エ（医療・福祉－PFI） 1 20.0% 0 0.0% 1 25.0%
⑥ア（情報・通信－出資・出捐） 1 20.0% 0 0.0% 1 25.0%
⑥サ（情報・通信－民間委託） 1 20.0% 1 100.0% 0 0.0%
⑦ア（観光・レク－出資・出捐） 1 20.0% 0 0.0% 1 25.0%
NA 1 20.0% 0 0.0% 1 25.0%

総数 割合 うち市 割合 うち町村 割合
N 10 16.9% 3 13.6% 7 18.9%

4.　実施を予定している公民連携事例のうち、特徴的な事業等の概要を2事例程度記入して下さい。なお、関連する資料があれば、それで代
替していただいて結構です。
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Ⅲ公民連携の効果と課題

1.　公民連携により、どのような効果を期待しますか。3つ以内で回答して下さい。

（市町村数）
総数 うち市 うち町村 うち実績あり うち実績なし

Ｎ 195 34 161 91 104
ア.　運営の効率化による財政支出の軽減 157 29 128 78 79
イ.　サービス向上 66 11 55 28 38
ウ.　行政にはない民間の専門技術・ノウハウの活用 134 27 107 68 66
エ.　多様化する住民ニーズに沿った柔軟で機動的な運営 98 20 78 53 45
オ.　民間企業の育成・新規事業の創出 51 8 43 26 25
カ.　職員数の減少への対応 15 2 13 9 6
キ.　保有資産の有効活用 10 1 9 3 7
ク.　その他 1 0 1 0 1
ＮＡ 10 1 9 1 9
（市町村割合）

総数 うち市 うち町村 うち実績あり うち実績なし
Ｎ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
ア.　運営の効率化による財政支出の軽減 80.5% 85.3% 79.5% 85.7% 76.0%
イ.　サービス向上 33.8% 32.4% 34.2% 30.8% 36.5%
ウ.　行政にはない民間の専門技術・ノウハウの活用 68.7% 79.4% 66.5% 74.7% 63.5%
エ.　多様化する住民ニーズに沿った柔軟で機動的な運営 50.3% 58.8% 48.4% 58.2% 43.3%
オ.　民間企業の育成・新規事業の創出 26.2% 23.5% 26.7% 28.6% 24.0%
カ.　職員数の減少への対応 7.7% 5.9% 8.1% 9.9% 5.8%
キ.　保有資産の有効活用 5.1% 2.9% 5.6% 3.3% 6.7%
ク.　その他 0.5% 0.0% 0.6% 0.0% 1.0%
ＮＡ 5.1% 2.9% 5.6% 1.1% 8.7%

2.　公民連携を行うに当り、どのような点がハードル・課題となりますか。3つ以内で回答して下さい。

（市町村数）
総数 うち市 うち町村 うち実績あり うち実績なし

Ｎ 195 34 161 91 104
ア.　法令上の制限 33 8 25 19 14
イ.　連携する民間企業の欠如・不足 105 14 91 43 62
ウ.　議会対応 9 2 7 6 3
エ.　民間との調整の困難性 32 3 29 13 19
オ.　職員・労働組合による処遇問題等についての抵抗 15 5 10 10 5
カ.　事業採算性の確保 99 15 84 51 48
キ.　サービスの低下、事業継続の不安定性等、政策性確保の困難さ 43 6 37 19 24
ク.　インセンティブの不足 5 3 2 3 2
ケ.　事務手続きの煩雑さ 15 5 10 6 9
コ.　今後の財政負担・事務負担の増大に対する懸念 44 6 38 22 22
サ.　役割・リスク分担・責任所在の不明確さ 95 21 74 48 47
シ.　その他 0 0 0 0 0
ＮＡ 12 1 11 1 11
（市町村割合）

総数 うち市 うち町村 うち実績あり うち実績なし
Ｎ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
ア.　法令上の制限 16.9% 23.5% 15.5% 20.9% 13.5%
イ.　連携する民間企業の欠如・不足 53.8% 41.2% 56.5% 47.3% 59.6%
ウ.　議会対応 4.6% 5.9% 4.3% 6.6% 2.9%
エ.　民間との調整の困難性 16.4% 8.8% 18.0% 14.3% 18.3%
オ.　職員・労働組合による処遇問題等についての抵抗 7.7% 14.7% 6.2% 11.0% 4.8%
カ.　事業採算性の確保 50.8% 44.1% 52.2% 56.0% 46.2%
キ.　サービスの低下、事業継続の不安定性等、政策性確保の困難さ 22.1% 17.6% 23.0% 20.9% 23.1%
ク.　インセンティブの不足 2.6% 8.8% 1.2% 3.3% 1.9%
ケ.　事務手続きの煩雑さ 7.7% 14.7% 6.2% 6.6% 8.7%
コ.　今後の財政負担・事務負担の増大に対する懸念 22.6% 17.6% 23.6% 24.2% 21.2%
サ.　役割・リスク分担・責任所在の不明確さ 48.7% 61.8% 46.0% 52.7% 45.2%
シ.　その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
ＮＡ 6.2% 2.9% 6.8% 1.1% 10.6%
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DBJ Hokkaido Report

1. 企業立地・連携促進による地域産業振興　（平成 12年 3月）

～北海道における企業立地政策の課題と展望～

2. サッポロバレー・コア・ネットワーク　（平成 12年 11月）

～集積の効果を得つつある札幌市内 IT企業群の現状と課題～

3. 北海道におけるホテル・旅館業の現状　（平成 13年 1月）

～当行アンケート調査から～

4. 韓国・シンガポール IT企業集積からの示唆　（平成 13年 2月）

～サッポロバレーの持続的発展に向けて～

5. 北海道観光の今後の展開　（平成 13年 3月）

～「観光産業」発展のために～

6. 地域の足を確保するための住民参加型パートナーシップ　（平成 13年 5月）

～北海道における規制緩和後の地方バスのあり方を考える～

7. ビジネスプランニングの基礎　（平成 13年 7月）

～自立するための思考の勧め～

8. 北海道における合宿誘致と地域活性化の現状調査　（平成 14年 3月）

9. 公民パートナーシップ（ＰＰＰ）の展開　（平成 14年 3月）

～北海道を中心とするＰＰＰ導入の現状と課題～
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